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第１章 北広島市教育振興基本計画（2021-2030）中間年度の
    見直しについて

１ 北広島市教育振興基本計画（2021-2030）について
 国は、平成30年（2018年）６月に教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を
図るため、教育の振興に関する基本的な方針及び講ずべき施策その他必要な事項について
「教育振興基本計画」を定めました。
 本市においては、令和３年度から令和12年度までを計画期間とする北広島市総合計画に
おける基本目標「学び合い心を育むまち」に基づき、これまでの基本理念や基本姿勢を踏
まえ、新たな北広島市の教育についての基本的な方向を示し着実に推進するための、個
別・具体の施策について体系的に整理し、本市がめざす教育の推進を目的に策定しまし
た。
 北広島市教育振興基本計画（2021-2030）は、令和３年度から令和12年度までの10年間
を計画期間としています。
 この計画については、前期５年間（令和３年度から令和７年度まで）、後期５年間（令
和８年度から令和12年度まで）として、教育を取り巻く情勢や社会経済環境の変化などに
柔軟に対応し見直しができる計画としています。
 また、この計画に基づき、基本目標の実現に向けた具体的な事業は、教育推進計画で示
します。教育推進計画の計画期間は３年間とし、毎年施策の点検評価を行い、その推進状
況を広く情報提供するとともに、市の総合計画（第６次）における推進計画と整合性を図
りながら、社会状況の変化や時代の要請、国・道の動向を踏まえて、毎年度策定していま
す。

２ 計画見直しの考え方
 北広島市教育振興基本計画（2021-2030）の策定から５年が経過します。
 この間に国は、第４期の「教育振興基本計画（令和５年度〜令和９年度）」を閣議決定
し、５つの基本的な方針を示しています。
 こうしたことから、計画後期を迎えるに当たり、中間年度の見直しとして、現行の計画
のうち、本市の教育理念や目標といった根幹部分は堅持し、教育の動向や基本的な方向を
示している施策等について、必要な修正等を行います。
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３ 計画見直しの視点
 北広島市教育振興基本計画（2021-2030）中間年度の見直しに当たっては、教育を取り
巻く情勢や社会経済環境の変化などに柔軟に対応するため、次の視点により、内容の修正
や追加、削除、統合、組み替えなどを行います。
（１）国及び北海道の動向
（２）新たに発生・顕在化した課題や子どもを取り巻く教育環境の変化
（３）これまで推進してきた施策（事業）で見直しを図るべき事項
（４）スポーツ部門の市長部局移管に伴い見直しを図るべき事項

４ 計画見直しの手法
（１）「北広島市教育振興基本計画（2021-2030）中間年度の見直しに関する成果と課題
報告書」の作成
 前期計画での各施策による成果と課題を評価検証して、現況と課題、基本的方向、施策
を点検し、必要箇所の修正等を行います。
 教育施策審議会において、見直しに対する意見や助言を得て、検証を行います。
（２）「北広島市教育振興基本計画（2021-2030）中間年度見直し版」の作成
 点検・見直しによる修正等を見直し版で整理します。
 教育施策審議会において、見直しに対する意見や助言を得て、検証を行います。
 市議会への報告及び市ホームページで公開します。

５ 計画見直しによる主な変更点
 令和６年度からスポーツ部門が経済部へ移管されたことに伴い、関係する政策及び施
策、推進計画事業の変更等を行います。

6 その他
 成果を示す主な指標については、市総合計画の成果指標に併せて、「指標の概要」、
「対象」、「基準値」、「指数の根拠」を削除します。
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第２章 施策別点検・見直し

点検・見直し

現況と課題

基本的方向

＜点検＞
　①新たな課題や教育環境の変化　☑あり　□なし
　　「国の第４期教育振興基本計画（令和５年度～令和９年
度）、社会の現状や変化への対応と今後の展望」から、修正を
行う。

　②新たな国（道）の動向（法改正等）　☑あり　□なし
　中央教育審議会諮問（令和５年５月22日）の中で、「令和の日
本型学校教育」を担う質の高い教師の確保のための環境整備
に関する総合的な方策について審議されており、学校を取り巻
く環境の変化について見直しを行う。

＜見直し＞
　☑修正あり　□修正なし
　教育の動向、教育をめぐる現状から、修正を行う。

 　社会が急激に変化する中で、子どもが豊かな創造性を備えた
 持続可能な社会の創り手として、変化を前向きに受け止め、予
 測不可能な未来社会を自立的に生きるための資質・能力を身
 に付けられるよう育成することが求められています。
 　児童生徒が社会の変化に主体的に対応できるようにするた
 め、確かな学力を身に付け、自ら学び、自ら考える力を育むこと
 が求められています。あわせて、児童生徒一人一人の社会性
 や職業観・勤労観を育み、自分らしい生き方を実現していく
 「キャリア教育」の充実が求められています。　社会の在り方が
劇的に変わる「Society5.0時代」など、先行き不透明で予測困難
な時代が到来し、「VUCA」の時代とも言われる社会の変化の中
で、日本の学校教育は更なる高みを目指しています。子どもた
ち一人ひとりが予測できない変化に主体的に向き合って関わり
合い、その過程を通して、自らの可能性を発揮し、よりよい社会
と幸福な人生の創り手となっていけるようにすることが重要で
す。その上で、「主体的・対話的で深い学び」の実現と合わせ
て、新しい時代の学校教育を目指した「個別最適な学び」と「協
働的な学び」の一体的な充実が求められています。

　健やかな体を育む基礎となる学校体育・学校保健の充実とと
もに、体力の源である食の正しい知識と望ましい食習慣の確立
が求められています。

　子どもが主体的に道徳性を養っていくために、これからの道
徳の授業では、子どもの実態に合った学習指導過程や学習方
法を工夫改善しながら「考え、議論する道徳」の授業へと質的
転換を図っていくことが求められています。

　学習意欲の向上や責任感の醸成等を図る上で、部活動など
の生徒の自主的・自発的な活動を推進することが必要となって
います。

　ＳＤＧsの達成に向け、持続可能な社会の担い手を育む教育
（ＥＳＤなど）の推進が求められています。

　姉妹都市・広島県東広島市との交流を通して、お互いの歴史
や文化の理解とふるさと意識の醸成が求められています。

　国際化社会で活躍できる人材を育成するため、外国語教育な
どの強化を図ることが求められています。

　□修正あり　☑修正なし■義務教育９年間で児童生徒の学びを支える小中一貫教育を
推進します。

■豊かな心を育むため、自分の大切さとともに、他者の大切さ
を認めるなど、子どもの豊かな人間性と多様な能力を育む教育
を推進します。

■基礎的・基本的な知識や技能、課題を解決するための思考
力・判断力・表現力や主体的な学習態度を育成し、目標の実現
や課題の解決を図ることができる確かな学力を育てる教育を充
実します。

■体力、運動能力の向上を図るとともに、体力の源である食の
正しい知識や望ましい食習慣の確立など健やかな体を育てる
教育を充実します。

■一人一人の教育的ニーズに応じた、きめ細かな指導や支援
の充実を図ります。

■社会の変化や課題等の解決に向けた主体的な取組を通し
て、人格の発達や自律心、判断力、責任感などの人間性を育
むとともに、他者や社会、自然環境との関係性を認識し、「関わ
り」「つながり」を尊重できる個人を育む教育を充実します。

■姉妹都市・広島県東広島市との交流を通して、お互いの歴史
や文化を理解し、ふるさと意識の醸成を推進します。

■国際化社会で活躍する人材を育成するために外国語教育の
充実を図ります。

【政策１】　「生きる力」を育む学校教育の推進
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施　　策

事務事業の
点検（成果

と課題）

　□修正あり　☑修正なし

施策１　義務教育９年間の学びを支える教育活動の展開

　担当課　：　教育総務課、学校教育課

点検・見直し

●義務教育９年間の学びを支える小中一貫教育を推進すると
ともに、学校の課題に対応した教育体制の整備を図ります。

各学校それぞれが創意工夫を凝らし、特色あ
る事業を活発に展開することで、学力の向上や
豊かな心の育成に向けた取組が進められた。
引き継がれる課題はありません。

成果と引き継がれる課題

学校現場の状況を深く理解している教員経験
の豊富な指導主事を配置し、各学校に対する
指導助言を行うことで、各校の課題等に対して
適切な対応を図ることができた。

各中学校区で授業交流や教職員の合同研修
の実施など、特色ある小中一貫教育の実践が
確実に取り組まれた。全国サミットでの成果か
ら、道内・道外からの視察が増え、北広島市の
小中一貫教育の実践の情報発信が積極的に
行われた。
また、小中一貫教育の一つである「大志学」で
活用する北広島市独自の「きたひろ夢ノート」を
使用し、市内の全児童生徒への確実なキャリア
教育が進められ、今後の更なる事業推進の足
がかりとなった。

現在の状況と計画策定時にはなかった課題

各校の教育振興協議会の活動において、物価
高騰の影響により、各種活動における経費の
増加傾向が見られた。
今後も物価高騰等で見積り合わせ等に影響が
ある場合は、何かしらの対応を検討する必要が
ある。

学校を取り巻く環境は非常に複雑化してきてお
り、それらの課題に的確に取り組んでいくため
には、学校教育に対する深い専門的知識を有
する人材を配置し、円滑な学校運営を推進する
必要がある。

中学校区を単位としたコミュニティ・スクールを
基盤として、小中一貫教育の活動をさらに充実
させ、家庭・地域・学校等が連携・協働した「地
域とともにある学校づくり」の実現を目指す。
９年間で育てたい子ども像を学校だけでなく、
家庭や地域とも共有し、子どもの連続した学び
を支える教育環境づくりを推進する。

1.学校教育振興事業

児童生徒の「生きる力」を育む
ため、市立小中学校の特色あ
る教育活動等を推進することを
目的に、各校の教育振興協議
会の活動を支援する。

2.学校教育相談員活用事業

小中学校における教育課程や
各学校における課題に対する
指導助言、その他専門的な指
導を行うため、専門的知識を持
ち経験豊富な教員経験者を教
育委員会事務局に配置する。

3.小中一貫教育推進事業

子どもを取り巻く社会環境の変
化に伴う様々な教育課題に対
応していくため、小中９年間で
「連続した学び」を保障する一
貫教育を推進し、学力や社会
性などの「生きる力」の育成を
図る。

事業名　　事業内容
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目標値

90%
100.0%

90%
100.0%

100..0%

 80％

80.0%

教育施策
審議会

学校区での
授業交流と
合同研修
の実施

「近隣等の小・中学校と授業研究を行うなど、合同して研修をよく行ったと回答し
た学校の割合」（学校教育の推進方針）

小88.9%
中100.0%

「個々の教員が自らの専門性を高めるため、校外の各教科等の教育に関する
研究会等に定期的・継続的によく参加していると回答した学校の割合」（学校教
育の推進方針）

小55.6%
中100.0%

 小13％
 中 71％

 「教職員は校内外の研修や研修会に参加し、その成果を積極的に反映させて
 いると回答した学校の割合」（学校教育の推進方針）

成果指標　 指数の概要　対象　基準値　指数の根拠 現状値

９年間を
見とおした
指導計画の
立案・作成

「児童生徒の姿や地域の現状等に関する調査や各種データ等に基づき、教育
課程を編成し、実施し、評価して改善を図る一連のRPDCAを確立していると回
答した学校の割合」（学校教育の推進方針）

小88.9%
中100.0%

「 前年度までに近隣等の小、中学校と教科の教育課程の接続や教科に関する
共通の目標設定など教育課程に関する共通の取組をよく行ったと回答した学校
の割合」（学校教育の推進方針）

小88.9%
中100.0%

◆【政策１】「生きる力」を育む学校教育の推進については、施策がバランスよく組まれた政策と感じます。「Society5.0時代」や
「VUCA」「AI」などの言葉に直接結びついた施策は、今後の課題になると思われます。
◆現況と課題における修正部分の「主体的・対話的で深い学び」については、教育の方向性も示した内容に修正し、また、修正
部分全体を短文化して読みやすく整理していただきたい。
◆3.小中一貫教育推進事業については、「きたひろ夢ノート」は北広島市独自の教育手法として全道からの視察が増えているこ
となどから成果を高く評価します。今後も内容を改良し、充実させていただきたい。
◆成果指標「学校区での授業交流と合同研修の実施　個々の教員が自らの専門性を高めるため、校外の各教科等の教育に関
する研究会等に定期的・継続的によく参加していると回答した学校の割合」における現状値については、小学校が低いことから、
原因をしっかり分析した上で、改めて研修会等への参加意識の向上等に努めていただきたい。

教育施策審議会からの意見や助言

成果を示す主な指標の点検・見直し　☑修正あり　□修正なし
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施　　策

事務事業の
点検（成果

と課題）

計画策定時にはなかった課題はありません。

計画策定時にはなかった課題はありません。

平成30年９月から開始した大曲地区のまちな
か司書の配置により、２小学校（大曲小・大曲
東小）への学校巡回では、学校に司書がいるこ
とでの安心感や信頼感を得て学校図書館が利
用されており、学校図書室の整備や運営が充
実している状況にある。
現時点ではモデル地区のみの対応となってお
り、地域の拡大に向けた推進計画への要求を
継続して行っている。
引き継がれる課題は、大曲地区から他の地区
や全市への拡大がなされていないことから、市
内において、地域による子どもたちの読書推進
への差異があるため、早期の実施が求められ
る。

創意工夫展及び書写展の開催により、児童生
徒の創造性を育むとともに、日本の伝統芸能に
触れる機会を提供することで、子どもたちの豊
かな心の醸成を図ることができた。
引き継がれる課題はありません。

2.学校図書館活用事業

学校図書センターを拠点とし
て、各学校へ学校司書を配置
し、図書の購入や学校図書館
の環境整備等を行い、学校図
書館の充実を図る。また、大曲
地区をモデルに「まちなか司
書」を配置して、小学校図書
館・保育施設の巡回等を実施
する。

3.創意工夫展・書写展事業

児童生徒の創意・創造性を育
むとともに、日本伝統の毛筆・
硬筆を通じて個性の伸長と豊
かな情操を涵養するため、創
意工夫展及び書写展を開催す
る。

　□修正あり　☑修正なし●豊かな情操や規範意識、自他の生命の尊重、自己肯定感、
他者への思いやりの心など、豊かな心を育む教育を推進しま
す。

●学校図書館を活用し、児童生徒の豊かな感性や想像力を育
む読書活動を推進します。

施策２　豊かな心を育む教育の充実

　担当課　：　学校教育課、文化課、教育支援課

点検・見直し

現在の状況と計画策定時にはなかった課題

先行き不透明で予測困難な時代の中で、子ど
もたち一人ひとりが、自分のよさや可能性を認
識し、あらゆる他者を価値のある存在として尊
重し、多様な人々と協働しながら様々な社会変
化を乗り越え、豊かな人生を切り拓き、「持続可
能な社会の創り手」になることを目指すため、
継続して『北広島市学校教育の推進方針』を作
成し、各年度における学校教育の重点、実践
目標を定め、実践への具体的手立てを示して
いく。
また、GIGAスクール構想で整備されたICT環境
の活用を通して、「個別最適な学び」と「協働的
な学び」の一体的な充実を図り、小学校社会科
副読本及び福祉読本の電子化などを検討して
いく。

成果と引き継がれる課題

『北広島市学校教育の推進方針』を策定し、こ
れに基づいて、継続的な学校運営の改善を図
るとともに、創意工夫しながら教育活動が展開
された。
また、小学校社会科副読本及び福祉読本につ
いては、それぞれ編集委員会を設置し、令和６
年度から使用される副読本の利用に向け改
定・編集を行った。

1.地域に根差した特色ある学
校教育推進事業

各学校における経営方針の指
針となる「北広島市学校教育の
推進方針」を策定するととも
に、郷土への関心を高め、地
域に根差した特色ある教育を
行うため、小学校社会科副読
本及び福祉読本の編集を行
う。

事業名　　事業内容
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目標値

90%
80.0%

90.0%

 小30.7冊
 中15.8冊

➡

教育施策
審議会

小学校、中学校における年間一人当たりの貸出冊数（図書館調べ）

教育施策審議会からの意見や助言

◆施策２　豊かな心を育む教育の充実については、道徳教育の充実など、主体的な学習活動の展開がうかがわれる状況が見
られることから、今後もより一層の実践の充実を期待します。
◆施策●豊かな情操や規範意識、自他の生命の尊重、他者への思いやりの心など、豊かな心を育む教育を推進します。につい
ては、具体的に学ぶ場として、性教育は大切と考えます。文部科学省の取組として、「厚生労働省と連携して、性に関する指導に
おいて産婦人科医や助産師等の外部講師を活用することについての教育委員会への周知」があり、実際に富山市教育委員会
では、産婦人科医・精神科医に相談できる体制づくりに積極的です。ネット上などの様々な誤情報によって、痛ましい事件に巻き
込まれないためにも、正しい知識を信頼できる人から学ぶ機会づくりを進めていただきたい。
◆成果指標「小学校、中学校における年間一人当たりの貸出冊数」における現状値については、目標値に届いていないのが気
になります。今後も継続した取組を進めていただきたい。

考え議論
する道徳
授業への

実践と
積み上げ

「道徳の授業では、自分の考えを深め、学級やグループで話し合う活動に取り
組んでいると回答した児童生徒の割合」（学校教育の推進方針）

小73.9%
中79.6%

「児童生徒に対して、特別の教科　道徳において、児童生徒自らが自分自身の
問題と考え、話し合うような指導の工夫をよくしていると回答した学校の割合」
（学校教育の推進方針）

小66.7%
中83.3%

小25.6冊
中13.2冊

成果指標　 指数の概要　対象　基準値　指数の根拠 現状値

成果を示す主な指標の点検・見直し　☑修正あり　□修正なし
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施　　策

事務事業の
点検（成果

と課題）

目標値

90%
70.0%

70.0%

80%

80%

80%

70.0%

70.0%

教育施策
審議会

 「授業で目標（目当て・ねらい）を児童生徒に示し、授業の最後に学習したことを
 ふり返る活動を計画的に取り入れたと回答した学校の割合」（学校教育の推進
 方針）

 小88%
 中71%

 小50%
 中57%

 小88%
 中86%

成果指標　 指数の概要　対象　基準値　指数の根拠 現状値

主体的・
対話的で

深い学びの
視点による
授業改善

「授業では、課題の解決に向けて、自分で考え、自分から取り組んでいると回答
した児童生徒の割合」（学校教育の推進方針）

小中45.8%

「話し合う活動を通じて、自分の考えを深めたり、広げたりすることができている
と回答した児童生徒の割合」（学校教育の推進方針）

小中53.4%

「学習指導において、児童生徒一人一人に応じて、学習課題や活動を工夫した
と回答した学校の割合」（学校教育の推進方針）

小75.0%
中28.6%

「児童生徒が、それぞれのよさを生かしながら、他者と情報交換して話し合った
り、異なる視点から考えたり、協力し合ったりできるように学習課題や活動を工
夫したと答えた学校の割合」（学校教育の推進方針）

小50.0%
中28.6%

 「授業において課題を設定し、その解決に向けて話し合い、まとめ、表現するな
 どの学習活動をよく行ったと回答した学校の割合」（学校教育の推進方針）

 「児童生徒に対して、習得・活用及び探究の学習過程を見通した指導方法の改
 善及び工夫をよく行ったと回答した学校の割合」（学校教育の推進方針）

標準学力検査により、客観的な学力状況、学
習環境が把握され、結果を基に個に応じた指
導方法の工夫・改善が図られた。

◆1.学力向上推進事業については、AIドリルが個人に合わせた学びの進め方ができる点に期待が持てることから、充実した事
業展開を進めていただきたい。
◆成果指標については、個別最適な学びと協働的な学びの重要性の視点から、適切な設定と考えます。

施策３　確かな学力を育てる教育の充実

担当課　：　学校教育課

成果を示す主な指標の点検・見直し　☑修正あり　□修正なし

現在の状況と計画策定時にはなかった課題

ICT環境の活用を通して、「個別最適な学び」と
「協働的な学び」の一体的な充実を図るため、
市内小中学校で統一したAIドリルの導入等に
ついて検討する。

教育施策審議会からの意見や助言

成果と引き継がれる課題

点検・見直し

　□修正あり　☑修正なし●学ぶ楽しさや知る喜びを実感できるよう、体験的、探究的な
学びを推進します。

1.学力向上推進事業

市全体の学習状況を捉え、児
童生徒の学習の課題を明らか
にするため、全児童生徒に標
準学力テストなどを実施し、結
果を基に子どもの学習意欲を
高める指導内容や個に応じた
指導方法の工夫・改善など指
導の充実を図る。

事業名　　事業内容
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施　　策

事務事業の
点検（成果

と課題）

計画策定時にはなかった課題はありません。食材等の微生物検査を年度２回実施し、徹底し
た衛生管理に取り組んだ。
食器や食缶などを計画的に更新し、安全で安
心な学校給食の提供に取り組んだ。

4.学校給食衛生管理事業

給食の提供にあたり、食品及
び調理機器等の衛生管理が重
要であることから、食材等の微
生物検査等徹底した衛生管理
の実施、厨房設備や各種機器
類の整備更新を図り、安全で
安心な学校給食の提供に取り
組む。

全国体力、運動能力・運動習慣等調査の結果
等を踏まえ、その効果や指導内容、実施方法
等を検討する。

専門的技能を持った外部指導者の指導によ
り、児童の体力・技術の向上や運動への意欲
向上に向けた取組が進められた。

事業名　　事業内容

当該交付金により、適切に大会が運営され、生
徒のスポーツに対する意識の向上と心身の健
全な育成が図られた。
また、新たな保護者負担を求めることなく、大会
が運営されている効果は大きいものと考える。
引き継がれる課題はありません。

当該助成により、生徒の保護者、教員その他
の関係者の費用負担の軽減が図られ、生徒の
スポーツ・文化に対する意識の向上や心身の
健全な育成に資するものとなっている。
引き継がれる課題はありません。

3.子どもの体力向上推進研究
事業

全国体力、運動能力・運動習
慣等調査の結果等を踏まえ、
児童の体力や運動能力を育む
ため、学校授業に外部講師を
派遣する。

施策４　健やかな体を育てる教育の充実

担当課　：　教育総務課、学校教育課、学校給食センター、防災食育施設整備担当

現在の状況と計画策定時にはなかった課題

中学校体育連盟の活動において、物価高騰の
影響により、各種活動における経費の増加傾
向が見られた。
今後も物価高騰等で見積り合わせ等に影響が
ある場合は、何かしらの対応を検討する必要が
ある。

令和５年度から全国・全道中体連大会におい
て、中学校に所属しない地域スポーツクラブ
チームの参加が可能となったことから、地域ス
ポーツクラブチームから出場する生徒について
も助成対象とした。

成果と引き継がれる課題

点検・見直し

　☑修正あり　□修正なし
　中学校給食調理場の設備更新が急がれることから、表現の
修正を行う。

●「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」の結果等を活用
し、子どもの体力・運動能力の向上を図ります。

●食育による「食べる力」を身に付けるため、家庭や学校、地域
と連携した食育に取り組み、生涯にわたり実践し続けるための
「食育の環」の形成を図ります。

●安全で安心な給食を提供するため、小学校給食調理場の機
能を持つ施設 及びの整備と開設から20年余が経過した中学校
給食調理場設備の計画的な 整備更新を図ります。

1.中学校体育連盟支援事業

北広島市中学校体育連盟が実
施する市内、管内大会を通じて
中学生の体力の向上、スポー
ツに対する意識の向上と心身
の健全な育成を図るため、交
付金を交付する。

2.全国全道中体連・中学校文
化部活動大会出場支援事業

市立中学生のスポーツ・文化
に対する意識の向上及び心身
の健全な育成を図るとともに、
当該生徒の保護者や教員等の
負担を軽減するため、全国・全
道中体連大会並びに文化部活
動の全国全道大会への出場に
要する費用の一部を助成す
る。
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事務事業の
点検（成果

と課題）

目標値

90%
男95.0%
女90.0%

教育施策
審議会

教育施策審議会からの意見や助言

◆施策４　健やかな体を育てる教育の充実については、継続して事業を進めていただきたい。また、具体的な施策が展開される
ことを期待します。
◆3.子どもの体力向上推進研究事業については、「ファイターズ連携事業」を全市的に周知し、各学校でもそれを生かした指導
計画を確立していくべきだと考えます。

更新に係る予算措置が必要となる。

成果を示す主な指標の点検・見直し　☑修正あり　□修正なし

老朽化が顕著な食器食缶洗浄システムを中心
に更新計画を策定した。
更新が必要な設備等が複数あることから、故障
回数や損傷度を踏まえ計画的な対応が必要と
なる。

5.食に関する学びの推進事業

学校において、児童生徒が健
康や正しい食に関する知識を
学ぶため、食の指導の充実を
図るとともに、赤毛種米など北
広島産の食材を使用した学校
給食の提供をとおし、郷土学
習・地産地消の推進に取り組
む。

6.中学校給食調理場等設備更
新事業

中学校給食の安定提供のた
め、老朽化が進む中学校給食
調理場等の設備更新を行う。

成果指標　 指数の概要　対象　基準値　指数の根拠 現状値

「授業以外でも自主的に運動したいと回答した小学校５年生の割合」（全国体力・運動能力、運
動習慣等調査（北海道教育委員会・文部科学省））

学校における食指導など、食育の推進に取り
組むとともに、地産地消・郷土学習の推進とし
て赤毛米を使用した給食を提供した。
また、学校の避難訓練等と連携を図り、防災教
育の推進として炊き出しや備蓄食料を活用した
防災給食を提供した。

計画策定時にはなかった課題はありません。

男92.5%
女83.5%
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施　　策

事務事業の
点検（成果

と課題）

施策５　特別支援教育の充実

担当課　：　教育支援課

点検・見直し

　☑修正あり　□修正なし
　支援体制の充実を図ることから、表現の修正を行う。

●特別な支援を必要とする児童生徒に対応するため、一人一
人の教育的ニーズに応じた指導や支援を推進します。

成果と引き継がれる課題

教育の機会均等の趣旨にのっとり、かつ小・中
学校の特別支援学級等への就学の特殊事情
に鑑み、これらの学校等に就学する児童生徒
等の保護者等の経済的負担を軽減するため、
保護者等の経済的負担の能力に応じて、修学
旅行費、学用品費、給食費等について、保護者
が負担する経費の一部を支援した。
引き継がれる課題は、通級指導教室の通学費
において、公共交通機関を利用して通級する児
童については、付き添えする保護者の交通費
の支給の検討を行う必要性がある。

現在の状況と計画策定時にはなかった課題

計画策定時にはなかった課題はありません。1.特別支援教育就学奨励費援
助事業

特別支援学級へ就学する児童
生徒の保護者負担を軽減する
ため、学用品費等を援助する。
また、通級指導教室児童を対
象に通学費の援助を行う。

特別支援学級介助員を15人、特別支援学級支
援員を小学校は複数配置、中学校は1人の計
23人を配置した。
障害のある子どもと障害のない子どもが可能な
限りともに過ごすための条件整備と一人一人
の教育的ニーズに応じた学びの場の整備を両
輪として、インクルーシブ教育システムの実現
に向けた取組を進めた。
個別の教育支援計画・指導計画の活用や合理
的配慮の提供に加え、本人や保護者の意向を
最大限尊重した適切な就学先決定の促進、障
害者理解に関する学習や交流及び共同学習の
推進を行った。
学習障害等への教職員の理解を深め、適切な
支援につながるよう、読み書き検査等の実施を
推進するとともに、それらのアセンスメントに基
づく個別の教育支援計画等による支援を実施
した。
引き継がれる課題は、通常の学級に在籍する
特別な支援を要する児童生徒の人数や程度に
応じた支援員の配置の検討と通常学級に在籍
している特別な支援が必要な児童生徒への個
別の教育支援計画の作成、医療的ケアが必要
な児童生徒等について、保護者の付き添えが
なくても安心・安全に学校で学ぶことができる環
境及び体制づくりに向けた検討が必要である。

通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必
要とする児童生徒に関する調査結果(令和４年
文部科学省)において、学習面または行動面で
著しい困難を示す児童生徒は8.8％（平成24年
度は6.5％。）に増、一方、「校内委員会におい
て、現在、特別な教育的支援が必要と判断され
ているか」に対する回答については、必要と判
断されていると回答した割合が 28.7％にとどま
る結果となっている。
「小学校等における医療的ケア実施支援資料
～医療的ケア児を安心・安全に受け入れるた
めに～ 」令和３年６月（文部科学省）に作成さ
れた。
医療的ケア児及びその家族に対する支援に関
する法律（令和３年９月18日）が施行された。

2.特別支援教育推進事業

特別な支援を必要とする子ども
たちの個々の教育的ニーズに
対応するため、特別支援学級
に食事や排泄などの介助や移
動時の補助など児童生徒の介
助をする特別支援学級介助員
を、通常学級に在籍する特別
な支援を必要とする児童の生
活面や学習支援等を行う特別
支援教育支援員を配置する。
また、特別支援教育の教育環
境整備、学校内の体制の整
備、学校、保護者に対する支
援体制の充実を図る。

事業名　　事業内容
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目標値

 小80%
 中80%
100.0%

教育施策
審議会

◆施策５　特別支援教育の充実については、現状でも努力・工夫されていることと思いますが、今後も丁寧に改善を進めていた
だきたい。また、文部科学省の調査結果や特別支援学級、通級による指導の対象となる特別な教育的支援を必要とする児童生
徒は増加傾向にあり、適切な指導及び必要な支援を行うための人的措置も含めた十分な対応と特別支援教育の支援体制整備
のための施策が一層充実することが重要と考えます。さらには、教育環境の整備や学校内の支援体制、相談体制の整備など、
具体的な方策が検討されることを期待します。
◆2.特別支援教育推進事業については、インクルーシブ教育システムの実現に向けた取組が進んでいることを評価します。支援
学級、通常学級いずれの教職員も、学習障害等の最新の知識を得て子どもの困り感を発見、理解し、支援につなげていくことが
できるような研修充実を希望します。また、読み書き検査等の実施が推進されていることを評価します。アセスメントツール、また
適切なアセスメントができる人材と予算の確保を進めていただきたい。

成果を示す主な指標の点検・見直し　☑修正あり　□修正なし

教育施策審議会からの意見や助言

成果指標　 指数の概要　対象　基準値　指数の根拠 現状値

｢特別支援教育を理解し、授業の中で、児童生徒の特性に応じた指導上の工夫（板書や説明の
仕方、教材の工夫など）を行ったと回答した学校の割合｣（学校教育の推進方針）

小63.0%
中57.0%
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事務事業の
点検（成果

と課題）

これまでは授業の中でのALT活用がなされてき
たが、授業以外での活用の幅は狭く、異文化交
流及び多文化共生への貢献が乏しい。現在は
ALTがシフト制で学校に配属されており、各学
校に割く時間が不足していることが原因であっ
た。
令和7年度にJET-ALT（外国青年招致事業
(JETプログラム)で任用するALT）が１名増員と
なり、児童生徒がより密接に異文化に触れる機
会が増えることを期待する。
また、令和７年度末に教職員住宅が取り壊しに
なることから、JET-ALTの住居を確保するた
め、住居の借り上げを行う予定である。

令和元年度から市内すべての中学校で英検
IBAを実施しており、英語検定等を受検しなくて
も自身の英語力を把握することができている。
また、英語力の向上等により、事業開始時に比
べて低い級を受検する人数が減少し、全体の
申請者数も減少傾向にある。

言語活動における指導の補助を行い、授業の
充実が図られた。

英語検定に係る費用を助成することにより、受
検機会を拡大し、英語力及び学習意欲の向上
が図られた。

2.外国語指導助手活用事業

児童生徒の英語発音やコミュ
ニケーション能力の向上など、
外国語授業等の充実を図るた
め、小中学校の外国語授業等
に外国人の指導助手を派遣す
る。

3.英語検定等支援事業

児童生徒の英語力及び学習意
欲の向上並びにグローバル人
材の育成を図るため、児童生
徒が受検する英語検定等に係
る費用の一部を助成する。

施策６　社会の変化や課題に対応した教育の推進

担当課　：　教育総務課、学校教育課

現在の状況と計画策定時にはなかった課題

令和２年度から４年度までは新型コロナウイル
ス感染症の影響により、相互派遣交流は実施
できませんでしたが、その間もオンラインツール
を活用した交流や両市の特産品を活用した給
食を提供し合う「給食交流」等の取組で親睦を
深めることができた。
令和５年度からは相互派遣交流を再開すること
ができ、また、令和６年度からは両市での歓迎
夕食会も再開した。

施　　策

成果と引き継がれる課題

交流校間での交流を通して、両市の友好が深
まり、子どもたちのふるさと意識、平和に対する
意識が高められた。
引き継がれる課題はありません。

点検・見直し

　□修正あり　☑修正なし●体験、体感を重視した学習指導により、体系的な思考力、代
替案を思考する力、データや情報の分析能力、コミュニケーショ
ン能力、リーダーシップの向上などを育む教育を推進します。

●姉妹都市・東広島市との交流を通して児童生徒のふるさと意
識の醸成を図るとともに、キャリア教育、防災教育、消費者教
育、平和教育等を推進します。

●外国語でのコミュニケーション能力を育むため、外国語指導
助手（ＡＬＴ）の活用や対話を重視した授業への転換を図るとと
もに、英語検定等を受検する児童生徒への支援を行うこと等に
より、国際化社会に対応した外国語教育を推進します。

●プロスポーツチーム等と連携した特色ある教育を推進すると
ともに、ボールパーク内の施設や機能を活用した教育の取組に
ついて検討します。

1.姉妹都市子ども大使交流事
業

小中学生が姉妹都市である東
広島市と相互に交流を実施し、
ふるさと意識を高めるとともに、
両市の友好親善を深める。

事業名　　事業内容
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目標値

50%
70.0%

教育施策
審議会

教育施策審議会からの意見や助言

◆1.姉妹都市子ども大使交流事業については、子どもたちにとってとても貴重な機会であり、他市町村ではできない取組である
と思います。さらなる、持続可能な取組とすることから、各校の管理職のリーダーシップと職員への周知、市全体としての協力体
制など、意識の向上が必要だと考えます。
◆2.外国語指導助手活用事業については、外国語指導助手の効果的活用により、授業が充実することを期待します。

成果を示す主な指標の点検・見直し　☑修正あり　□修正なし

成果指標　 指数の概要　対象　基準値　指数の根拠 現状値

｢CEFR（セファール）A1レベル相当以上の英語力を有すると思われる市立中学校3年生の割合｣
（英語教育実施状況調査（文部科学省））

64.0%
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基本的方向

【政策２】　信頼され、魅力ある学校づくりの推進

現況と課題

点検・見直し

＜点検＞
　①新たな課題や教育環境の変化　□あり　☑なし

　②新たな国（道）の動向（法改正等）　☑あり　□なし
　令和６年３月に北海道教育委員会が「学校における働き方改
革北海道アクション・プラン（第３期）」を策定し、当市においても
令和６年６月に「北広島市立学校における働き方改革推進計画
（第３期）」を策定したことから、関係施策等の見直しを行う。

＜見直し＞
　☑修正あり　□修正なし
　学校支援地域本部事業の機能拡充に伴い、表現の修正を行
う。

　
　学校が保護者や地域から信頼され、期待に応える教育を実
現するためには、子どもを中心に据え、地域の意見や要望を生
かした学校経営を進める必要があります。また、学校からも適
時適切な情報提供を行い、地域の方々の教育活動への参加や
学校にある資源を地域へ提供するなど、学校、家庭、地域が協
働して「社会総がかり」で教育を進める「地域とともにある学校」
づくりが求められています。

　学校支援地域本部から 地域学校協働活動への移行地域学
校協働本部の整備による地域学校協働活動の推進について
は、各種団体との関連性も含めた対応が必要となります。

　家庭や地域の教育ニーズに対応した教育活動を推進するとと
もに、学校関係者評価による学校評価の結果や教育活動の成
果を保護者や地域へ周知する広報活動等を充実する必要があ
ります。

　教職員が子どもの指導に専念し、子どもたちが心身ともに健
やかに成長できるよう、学校の組織運営体制の充実や教職員
が担うべき業務の見直しなど、学校における働き方改革の推進
が求められています。

　家庭の経済状況に関わらず、学びに対して意欲的な児童生
徒が質の高い教育を受けられるよう、経済的な負担の軽減を図
る必要があります。

　学校施設の老朽化が進む一方で、ＩＣＴを活用した新たな学び
の実現等が求められています。安全・安心で魅力ある施設の整
備とＩＣＴ機器等を整備し、学びの質の向上や校務の効率化を
進める必要があります。また、児童生徒がより良い教育環境や
適正な集団規模の中で学ぶことができるよう検討する必要があ
ります。

　☑修正あり　□修正なし
　働き方改革の環境整備推進を進めることから、表現の修正を
行う。

■学校の教育活動や運営についてのマネジメント・サイクルに
基づいた継続的な評価や評価結果の公表、保護者や地域住民
との双方向の協力、学校関係者や学校運営協議会（コミュニ
ティ・スクール）からの意見や評価の活用などを通して、「地域と
ともにある学校」づくりを推進します。

■コミュニティ・スクールや地域学校協働活動など、学校、家
庭、地域が連携・協働し、子どもの学びを支える取組の充実を
図ります。

■学校における働き方改革を推進し、教職員が本来担うべき業
務に専念できる体制や環境の確保を図ります。

■経済的な理由により就学が困難な児童生徒の保護者に対
し、必要な援助を行うことによって、児童生徒の教育を受ける機
会の確保に努めます。

■児童生徒の確かな学びを保障するため、より良い教育環境
や適正な集団規模の中で学ぶことができるよう検討します。

■質の高い学びを支える環境づくりや安心して学ぶことができ
る学校づくり、新しい教育手法による魅力ある教育活動等、社
会の変化や技術の発展等に応じた教育環境を整備します。
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施　　策

事務事業の
点検（成果

と課題）

目標値

 120人
 （R7年度）

200人

 14校

50.0%

教育施策
審議会

｢地域や社会をよくするために何かしてみたいと考える児童生徒の割合｣（全国学力学習状況調
査）

小36.3％
中29.8％

 地域への学校資源の提供｢コミュニティ・スクールに指定されている小・中学校数｣（コミュニティ・
 スクール(学校運営協議会制度)等の指定・検討状況等調査(文科省)）

 14校

成果指標　 指数の概要　対象　基準値　指数の根拠 現状値

学校支援ボランティア登録数（北広島市の社会教育） 171人

2.コミュニティ・スクール推進事
業

地域とともにある学校づくりを
推進するため、すべての中学
校区において取組を進める。

◆【政策２】信頼され、魅力ある学校づくりの推進については、学校を取り巻く環境は、年々、変化しています。校舎や備品などの
ハードウェアの更新だけではなく、家庭や地域とのコミュニケーションのあり方なども問われています。「学校と家庭と地域で教育
を支える」と言われて久しいですが、「人」が流動的なため、継続性を持たせるには苦労があります。連携連動した対応など、うま
く回ると効果がありますので、継続した取組を進めていただきたい。
◆現況と課題「地域学校協働活動への移行」については、「地域学校協働本部の整備による地域学校協働活動の推進」に修正
が望ましいと考えます。
◆現況と課題「家庭の経済状況に関わらず、学びに対して意欲的な児童生徒が質の高い教育を受けられるよう、経済的な負担
の軽減を図る必要があります。」については、「学びに対して意欲的な」を削除すべきと考えます。
◆1.学校支援地域本部事業については、地域の高齢化が進んでいることや学校における責任の重みが高まっていることからボ
ランティアが敬遠されている一面があります。人材確保に当たっては、各地区に地域人材活用コーディネーターのような働きがで
きる方を任用することが理想であり、コミュニティー・スクールの中に、コーディネーターを位置づけることもできるのかと考えま
す。また、学校プール授業における指導者が不足しています。指導者の増につながる対応を希望します。
◆成果指標「学校支援ボランティア登録数」については、登録数が相当数いることは心強いです。各地域の有識者への働きかけ
も行いつつ、事業を継続して進めていただきたい。
◆成果指標「地域や社会をよくするために何かしてみたいと考える児童生徒の割合」については、施策とかみ合っていないと考
えます。

担当課　：　学校教育課、社会教育課

施策７　地域とともにある学校づくりの推進

教育施策審議会からの意見や助言

成果を示す主な指標の点検・見直し　☑修正あり　□修正なし

現在の状況と計画策定時にはなかった課題

全中学校区において、学校運営協議会を開催
し、熟議等をとおして特色ある取組が行われ
た。
また、座談会及び交流会を開催し、委員のコ
ミュニティ・スクールへの理解を深めるとともに、
市内の取組を共有することでさらなる推進と充
実を図った。

各中学校区における特色ある取組を支援して
いく。
課題としては、学校運営協議会の委員数縮
減、スリム化に向けた検討を進める必要があ
る。
また、地域学校協働活動との一体的推進につ
いて、検討を進める必要がある。

成果と引き継がれる課題

学校が必要とする支援内容に適した人材の調
整が概ねできており、必要な配置を行った。
また、学校支援内容が多岐にわたることから、
対応できるボランティアを安定的に確保するた
め、地域での体制整備に向け、関係団体との
連携を図った。

点検・見直し

　☑修正あり　□修正なし
　学校と地域関係団体等の連携から、表現の修正を行う。

●家庭や地域の教育へのニーズを把握するとともに、学校関
係者 やコミュニティ・スクール等からの学校に対する評価や意
見、教育活動の成果等について保護者等へ広く周知します。

●学校、家庭、地域が連携・協働して児童生徒の学びを支える
コミュニティ・スクールや地域学校協働活動などの充実を図りま
す。

学校・家庭・地域が一体となって地域ぐるみで
子どもを育てる体制を整えるため、コミュニティ・
スクールとの一体的推進について検討を進め
ていく必要がある。
また、登録ボランティアが高齢化してきているた
め、新たな人材の発掘を行う必要がある。

1.学校支援地域本部事業

学校と地域が協働して子ども
の学びを支援するため、地域
住民等の参画による学校支援
地域本部を設置し、支援等の
活動を推進する。

事業名　　事業内容
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施　　策

事務事業の
点検（成果

と課題）

学校適正配置等審議会を４回開催し、全市的
な観点から、より良い学校づくりについて議論
を深め、西部地区における今後の小中学校の
在り方についての検討方針を定めた。
また、市ホームページやニュース「ToBe」の発
行により、取組等の情報発信を行うことができ
た。
引き継がれる課題はありません。

施策８　教育環境の整備

担当課　：　教育総務課、学校教育課、教育支援課

令和６年度に西部地区における小中学校の学
校配置等の在り方に関する基本方針を策定
し、今後は西部小学校を活用した施設一体型
の義務教育学校を設置することとし、小中一貫
教育をさらに深化させ、取組を進めることとし
た。

現在の状況と計画策定時にはなかった課題

各団体の活動において、物価高騰の影響によ
り、各種活動における経費の増加傾向が見ら
れた。
今後も物価高騰等で見積り合わせ等に影響が
ある場合は、何かしらの対応を検討する必要が
ある。

国の補助を活用し、各小中学校の理科教材教
具を隔年で整備している。
計画策定時にはなかった課題はありません。

平成27年度から放送設備・視聴覚設備のデジ
タル化を実施し、現在、小学校７校、中学校２校
のデジタル化が完了した。
デジタル化未実施の小学校１校、中学校４校に
ついては、計画的に更新を実施していく。

市内に本校を有する私立学校の活動におい
て、物価高騰の影響により、各種活動における
経費の増加傾向が見られた。
今後も物価高騰等で見積り合わせ等に影響が
ある場合は、何かしらの対応を検討する必要が
ある。

成果と引き継がれる課題

補助事業の実施により、教職員の資質向上や
小中学校の研究の充実、さらには管理職の職
能向上や学校経営の円滑化、中学校の進路指
導業務の推進等が図られた。
引き継がれる課題はありません。

学校における科学的な知識、技能及び態度の
習得や、観察、実験等をはじめとする教育内容
の充実に必要な理科教材教具を整備した。
引き継がれる課題はありません。

映像・音声のデジタル化をはじめ、放送室を基
盤とした施設・設備全体の高機能化を実施する
ことで、教育環境のより一層の改善・充実が図
られた。
引き継がれる課題はありません。

点検・見直し

　☑修正あり　□修正なし
　働き方改革の環境整備推進を進めることから、表現の修正を
行う。
　夜間中学校費用負担事業を追加する。

●学校における働き方改革を推進するため、「北広島市立学校
における働き方改革推進計画」に基づく取組を効果的に推進す
るとともに、専門スタッフの配置や校務支援システムの活用等、
教職員が本来担うべき業務に専念できる体制や環境の確保を
図ります。

●学用品費、通学用品費、体育実技用具費等の小中学校の就
学に必要な経費の援助や奨学金等の支給により、高等学校等
への就学を支援します。

●学校施設長寿命化計画等を踏まえ、学校施設・設備の計画
的かつ効率的な整備や改修を進めるとともに、児童生徒がより
良い教育環境や適正な集団規模の中で学ぶことができるよう
多角的な視点から検討を進めます。

●学齢経過者であって義務教育の就学の機会が十分に提供さ
れなかった方等への、夜間中学における就学機会の確保を図
ります。

1.学校教育団体活動支援事業

教職員の資質の向上と教育内
容及び学校経営の充実を図る
ため、教育関係団体が行う活
動経費の一部を補助する。

2.理科教材等整備事業

国の補助を活用し、理科教育
で必要となる教材教具を小中
学校に整備し、教育の充実を
図る。

3.学校放送設備整備事業

視聴覚機器や放送設備を活用
した分かりやすい授業等を実
践できるよう、放送設備・視聴
覚設備のデジタル化等の設備
の更新を行う。

4.私立学校教育振興事業

私学の教育環境の充実及び保
護者の負担軽減を図るため、
市内に本校を有する私立高等
学校教育活動を支援する。

5.学校適正規模・適正配置検
討事業

小中学校の少人数化・単学級
化及び学校施設の老朽化を踏
まえ、適正配置を含めより良い
教育環境づくりに向け多角的
な視点から検討し、取組を実施
する。（対象）西部中学校区、
広葉中学校区、緑陽中学校
区、東部中学校区

生徒の自主的な教育活動、教材教具及び教育
環境の充実が図られ、また、保護者の負担軽
減につながった。
引き継がれる課題はありません。

事業名　　事業内容
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事務事業の
点検（成果

と課題）

みらい塾や星槎フリースクール等、学びの場が
多様化しているが、それらの通学を具体的に
ルール化できていないことから、整備していく必
要がある。

生徒数の減少に伴い、奨学金の申請者数及び
認定者数が減少傾向にある。

令和７年度税制改正大綱によって、特定扶養
控除の変更があり、19歳～23歳未満の子ども
がいる場合、年収上限が引き上げられることと
なっている。
今回の改正では、高校生年代の扶養控除見直
しは先送りとなったが、各控除や収入に関する
変更を加味した基準設定を検討する必要があ
る。

デジタル教科書の推進も進んでおり、それを加
味した教科書の配布を検討する必要がある。

部活動指導員の人数や指導できる種目数の充
実等、持続可能な部活動の在り方について検
討していく。
また、北広島市立学校における働き方改革推
進計画において、時間外在校等時間が月 80
時間超の教育職員をゼロにすることを最優先
の目標としており、その目標達成のため、計画
の具体的な取組を推進する。

除雪機等の在庫状況や機器の状態、予算等を
鑑み、毎年度、計画を見直しつつ、更新してい
る。

各校の老朽化した除雪機及び自走式草刈り機
を更新したことにより、学校施設の安全性、機
能性及び美観の確保につながった。
引き継がれる課題はありません。

計画策定時にはなかった課題はありません。

6.学校施設管理備品整備事業

学校施設の安全性、機能性及
び美観を確保するため、老朽
化した学校施設管理備品であ
る除雪機及び自走式草刈り機
を更新する。

大曲中学校校舎及び西部小学校講堂の暖房
機等の更新に向け、準備を行った。
引き継がれる課題はありません。

7..大曲中学校校舎防音機能復
旧事業
8.西部小学校講堂防音機能復
旧事業

防音機能を復旧し、良好な教
育環境等を確保するため、学
校の老朽化した温度保持換気
設備機器等（暖房機、空調機、
送風機等）を更新する。

9.働き方改革推進事業（旧部活
動指導員制度運用事業

教員の働き方を改革することに
より、教員が本来担うべき業務
に専念できる環境を確保し、部
活動の適正化の推進、技術力
向上に向けた専門的な指導の
準備など部活動指導に係る教
員の負担を減らすため、教員
がいなくても単独で指導が可能
となる部活動指導員を中学校
に派遣する。

10.児童生徒の通学費支援事
業

保護者の経済的負担の軽減を
図るため、遠距離通学等で公
共交通機関を利用して市立小
中学校に通学している児童生
徒及び自家用車による送迎を
常としている児童生徒の保護
者に対し、通学に要する経費
の一部を助成する。

就学が困難な世帯に対し、学習に必要な費用
を援助することで、経済的負担の軽減が図られ
た。

部活動指導員を配置し、部活動の技術力向上
に向けた専門的な指導の準備など、,部活動指
導に係る教員の負担を軽減した。
また、令和６年度から市内中学校６校にデジタ
ル採点システムを導入し、採点に係る事務負担
の軽減を図った。

遠距離通学等の世帯に対し、通学に係る経費
を一部助成することで、保護者の経済的な負担
の軽減が図られた。

11.要保護・準要保護児童生徒
援助事業

生活保護（要保護）世帯や経済
的困窮（準要保護）世帯の児童
生徒に対し、就学で必要となる
学用品費や給食費等の援助を
行う。

12.教師用指導書等整備事業

教員に教師用指導書及び教師
用教科書を配布し、指導方法
の工夫改善、授業内容の充実
を図る。

13.高等学校等入学準備金支
給事業

経済的困窮世帯の負担軽減を
図るため、市内に住所を有し高
等学校等に入学した生徒に対
し、入学時に必要となる費用の
一部として入学準備金を支給
する。

高等学校等の入学時に必要となる入学金以外
の経費の保護者負担の軽減が図られた。

学習指導要領に基づいた統一的な指導を行う
ことができ、適切な授業内容の充実が図られ
た。
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事務事業の
点検（成果

と課題）

目標値

100%

0人

教育施策
審議会

◆9.働き方改革推進事業については、働き方改革が推進されていることを評価します。教職員が、本来の業務に専念できるよう
な環境整備をさらに進めていただきたい。また、学校の職務の性格上、ある程度の時間外勤務の発生はあると思いますが、負
荷を分散して改善に取り組んでいただきたい。
◆15.帰国・外国人児童生徒教育支援事業については、市総合計画（第6次）において目指す都市像「交流都市」にふさわしく、多
様なルーツを持つ子どもたちに学びを着実に提供できるよう、指導者の育成と確保、その制度設計を早急に進めていただきた
い。
◆16.夜間中学校費用負担事業については、様々な事情により十分な教育を受けられないまま中学校を卒業した方などの就学
機会の確保が図られていることを評価します。今後さらに、義務教育期間中に十分に学ぶことができなかった不登校児童生徒な
どの夜間中学での学びの機会が広げられていくことを希望します。
◆成果指標「時間外在校等時間」については、月80時間超の教職員がいなくなる目標値達成のための具体的な方策に期待しま
す。

計画策定時にはなかった課題はありません。

小中学校普通教室等にポータブルクーラーの
設置、小中学校保健室等にエアコン整備工事
を行い、安全・安心で良好な教育環境を確保し
た。
しかしながら、今後も危険な暑さの頻度が増加
傾向にあるため、普通教室へのエアコンの整
備工事を進める必要がある。

教育施策審議会からの意見や助言

成果を示す主な指標の点検・見直し　☑修正あり　□修正なし

小中学校保健室にエアコン等冷房設備を整備
した。

札幌市と協定を締結し、本市から札幌市立星
友館中学校（夜間中学）に通学する生徒に係る
学校運営経費等を負担し、就学機会の提供を
行った。
引き継がれる課題はありません。

16.夜間中学校費用負担事業

学齢経過者であって義務教育
の就学の機会が十分に提供さ
れなかった方等への、夜間中
学における就学機会の確保を
図る。

17.小中学校エアコン等冷房設
備整備事業

危険な暑さの頻度が増えたこ
とから、児童生徒の生命を守り
抜き、安全・安心で良好な教育
環境を確保するため、公立小
中学校へのエアコン等冷房設
備を整備する。

成果指標　 指数の概要　対象　基準値　指数の根拠 現状値

時間外在校等時間が月 80 時間超の教職員数（延べ人数）（北広島市立学校の教育職員に係
る時間外在校等時間の状況について）

小13人
中122人

 小中学校における耐震改修実施率｢市内小中学校で非構造部材が耐震改修未実施の体育館
 の割合｣（文部科学省「学校施設における天井等落下防止対策のための手引き」

100%
 （※13校中13校実施済。）

生徒数の減少に伴い、奨学金の申請者数及び
認定者数が減少傾向にある。

日本語指導等が必要な帰国・外国人児童生徒
の人数は増加傾向にあり、持続可能な指導者
の確保や制度設計を検討していく必要がある。

14.奨学金支給事業

能力があるにもかかわらず、経
済的な理由によって、高等学校
等への就学が困難な学生及び
生徒に対し、学資の一部を支
給する。

日本語指導等が必要な帰国・外国人児童生徒
に対する指導が充実し、対応する教職員の負
担軽減が図られた。

15.帰国・外国人児童生徒教育
支援事業

日本語指導等が必要な帰国・
外国人児童生徒に対する指導
の充実を図るため、日本語指
導ボランティアの派遣による教
育支援を行う。

高等学校の就学に必要となる経費を一部支給
することにより、保護者負担の軽減が図られ
た。
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施　　策

事務事業の
点検（成果

と課題）

目標値

100%

100.0%

100.0%

教育施策
審議会

◆1.学校ICT環境整備事業については、ICT機器の更新はコストと性能のバランスを考えて、教育環境としての要件を十分保てる
よう、計画的・効率的に進めていただきたい。
◆成果指標「市で設定したICT活用の到達目標を達成した教職員の割合」については、IＣＴ環境の継続的な整備に努められる目
標値の達成に期待します。

教育施策審議会からの意見や助言

施策９　学校ＩＣＴ環境の整備

担当課　：　教育総務課

現在の状況と計画策定時にはなかった課題

令和２年度、３年度の２か年で児童生徒及び教
員が授業で使用する一人一台端末の整備を完
了した。併せて、一人一台端末環境に伴う通信
量の増加に対応するため、従来の10倍の回線
速度の通信環境を整備した。
また、ICTを活用した一斉学習や協働学習の効
果を最大限高めるため、令和５年度から７年度
までの３か年で各教室への電子黒板の整備を
実施している。
計画策定時にはなかった課題としては、急速に
発展した生成AI技術への対応が挙げられる。
教職員の校務負担軽減や児童生徒の多角的
な学習への活用が期待できる一方、データの
蓄積過程・出力過程の信頼性及び透明性への
懸念や差別や偏見を含んだ回答が出力される
等のリスクがあり、これらを踏まえて今後の利
活用について検討する必要がある。

成果を示す主な指標の点検・見直し　☑修正あり　□修正なし

成果と引き継がれる課題

ICT機器を活用した授業や校務をより一層円滑
化させるため、民間事業者への委託業務を通
じて、ヘルプデスクの開設、授業支援及び研修
会等を実施し、将来におけるICTの高度な活用
を見据えつつ、全教職員のICT活用能力の基
礎力向上に取り組んだ。
引き継がれる課題は、一人一台端末について
は日常的な活用が浸透しており、AIを含むデジ
タル技術が急速に発展していることを踏まえ
て、目指すべき次世代の学校・教育現場の在り
方について改めて定義するとともに、先端技術
や教育データの効果的な利活用について継続
的に検討していく必要がある。
また、教職員個々人によっては、ＩＣＴの活用頻
度の差が見られることが挙げられる。

点検・見直し

　□修正あり　☑修正なし●学びの質の向上と校務の効率化を図るため、学校ＩＣＴ機器
や環境の整備を安定的かつ計画的に進めます。

1.学校ＩＣＴ環境整備事業

子どもたち一人一人に公正に
個別最適化され、資質・能力を
一層確実に育成するための教
育ＩＣＴ環境を整備する。

事業名　　事業内容

成果指標　 指数の概要　対象　基準値　指数の根拠 現状値

｢令和２年度、３年度に整備した学習者用コンピュータの更新率｣（文部科学省「GIGAスクール構
想の実現　学習者用コンピュータの調達等ガイドライン」）　※R７年度から更新予定

0%

｢市で設定したＩＣＴ活用の到達目標を達成した教職員の割合｣（北広島市学校ICT活用推進計
画）

小82.0%
中71.0%

 一人一台環境の実現｢市内小中学校全児童・生徒に対する学習者用コンピュータの整備率｣（文
 部科学省「教育の情報化に関する手引き」）

105.7%
 (※整備端末数4,422台/

 児童生徒数4,185人)
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基本的方向

【政策３】　やさしく支え合う教育連携の推進

現況と課題

点検・見直し

＜点検＞
　①新たな課題や教育環境の変化　☑あり　□なし
　下記内容から、関係分を修正する。
　●日本社会に根差したウェルビーイングの向上（ウェルビーイ
ングとは身体的・精神的・社会的に良い状態にあることをいい、
短期的な幸福のみならず、生きがいや人生の意義など将来に
わたる持続的な幸福を含むものである。また、個人のみなら
ず、個人を取り巻く場や地域、社会が持続的に良い状態である
ことを含む包括的な概念である。）
　ウェルビーイングが実現される社会は、子供から大人まで一
人一人が担い手となって創っていくものである。社会全体のウェ
ルビーイングの実現に向けては、個人のウェルビーイングが
様々な場において高まり、個人の集合としての場や組織のウェ
ルビーイングが高い状態が実現され、そうした場や組織が社会
全体に増えていくことが必要となる。子供たち一人一人が幸福
や生きがいを感じられる学びを保護者や地域の人々とともにつ
くっていくことで、学校に携わる人々のウェルビーイングが高ま
り、その広がりが一人一人の子供や地域を支え、更には世代を
超えて循環していくという在り方が求められる。
　●青少年の健全育成
　青少年が、自律して主体的にインターネットを利用できるよう
にするため、学校において発達段階に応じた情報モラルを含む
情報活用能力の育成を図るとともに、適切な生活習慣の定着
に向けた家庭における取組を推進するなど、地域社会、家庭等
における青少年に対する啓発活動を行う。また保護者が、青少
年の発達段階に応じてインターネット利用を適切に管理できる
ようにするため、学校、地域社会等において、インターネット上
の有害情報、青少年に対するインターネット上の危険性や、そ
れらの問題への対応方法、インターネット利用に関する「親子の
ルールづくり」など家庭等で日々の生活習慣を見直す取組等に
ついて保護者に対する啓発活動を講じる。
　●幼児教育の質の向上
　幼児教育と小学校教育の接続の改善に向け、幼保小の関係
者が連携したカリキュラムの開発・実施を進めるとともに、デー
タに基づいた幼児教育の質の保障が可能となるよう大規模実
態調査等を実施する。

　②新たな国（道）の動向（法改正等）　□あり　☑なし

＜見直し＞
　☑修正あり　□修正なし
　教育の動向、教育をめぐる現状から、表現の修正等を行う。
　「放課後子供教室」の事業名の修正を行う。

　
　 家庭を取り巻く環境が著しく変化している中、幼児の心身の調
 和がとれた発達を促し、人格形成の基礎を培う幼児教育と小学
 校教育をスムーズにつなげていくことが求められています。
　子どもに関わる大人が立場を越えて連携し、架け橋期（義務
教育開始前後の５歳児から小学校１年生の２年間）にふさわし
い主体的・対話的で深い学びの実現を図り、子どもに関わる大
人が立場を越えて連携します。さらに、一人一人の多様性に配
慮した上ですべての子どもに学びや生活の基盤を育むことが
求められています。

　青少年の健全育成を図る上で、家庭教育は子どもが 基本的
 な適切な生活習慣 ・生活能力、豊かな情操、他者に対する思い
やりや善悪の判断などの基本的倫理観、 自立心や自制心、社
 会的なマナー自立して主体的にインターネットを利用できるよう
になるなどを身に付ける上で重要な役割を果たすものです。 し
 かしながら、少子化や地域コミュニティの希薄化など、家庭を取
 り巻く社会状況の変化の中で、家庭の教育力の低下が指摘さ
 れています。保護者が、青少年の発達段階に応じてインター
ネット利用を適切に管理できるようにするため、学校、地域社会
等と連携し、インターネット利用に関する「親子のルールづくり」
など家庭等で日々の生活習慣を見直す取組等が求められてい
ます。

　市立学校には、心の教室相談員を配置して、児童生徒の悩
み事などの相談に対応していますが、より複雑化した事案への
対応が必要となっています。

　不登校児童生徒への対応については、相談・指導・訪問体制
を充実していく必要があり、関係機関との連携を強化して取り
組んでいく必要があります。

　インターネット上で、新しい形のいじめや犯罪被害に巻き込ま
れるなどのトラブルが全国的に多発しています。このことから、
「いじめ防止基本方針」に基づく対策を効果的に推進し、子ども
の自己有用感を育むとともに、児童生徒への情報モラル向上
の指導や保護者への啓発を更に進めていく必要があります。

　登下校時に子どもが犯罪の被害に遭う事案が全国的に社会
問題化しており、地域で子どもを守り育てる活動や気運の醸成
を図る必要があります。

　放課後の児童の安全・安心な居場所の一つとして「放課後 子
 供子ども教室」を充実する必要がありますが、これに携わる支
援者の確保等が課題となっています。

　☑修正あり　□修正なし
　令和４年12月に12年ぶりに生徒指導提要の改訂が行われ、
児童生徒の抱える問題や課題が複雑化・多様化しているなか、
多様な専門職あるいは専門職という枠組みにとらわれない地域
の様々な「思いやりのある大人」が、教員とともに学校内で連
携・協働する体制を形作ることが求められていることから、関係
分の追記を行う。
　「放課後子供教室」の事業名の修正を行う。

■「生きる力」の基礎や生涯にわたる人格形成の基礎を培う小
学校就学前から小学校教育への円滑な接続を充実させます。

■基本的な生活習慣や自立心の育成など、関係機関と連携
し、家庭教育への支援を進めます。

■いじめの未然防止や早期発見・早期対応、不登校児童生徒
への支援を図るため、関係機関との連携強化と専門的知識を
有する人材の活用を進め、「チーム学校」による組織的対応を
推進します。

■青少年を健やかに育む安全・安心な育成環境を確保するた
め、家庭、学校、地域との連携を強化し、主体的な健全育成活
動を支援します。

■登下校時における事件・事故から子どもを守るため、保護者
や地域住民、警察等の関係機関と連携した安全確保対策を推
進します。

■児童が放課後を安全・安心に過ごし、多様な体験や活動がで
きるよう活動拠点として「放課後 子供子ども教室」の充実を図り
ます。
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施　　策

事務事業の
点検（成果

と課題）

担当課　：　教育支援課、社会教育課

施策10　幼児教育・家庭の教育力向上への支援の充実

点検・見直し

　□修正あり　☑修正なし●小学校就学前から小学校教育への円滑な接続に向け、幼稚
園・保育園・認定こども園、家庭等と連携した取組を推進しま
す。

●家庭の教育力向上のため、関係する団体等と連携し、家庭
教育支援に関係する実践活動・交流活動を行うとともに、家庭
教育に関する実践・啓発活動を推進します。

●北広島市ＰＴＡ連合会を支援するとともに、連合会と連携した
家庭の教育力向上などの取組を推進します。

1.北広島市ＰＴＡ連合会支援事
業

児童生徒の健全育成を進める
ため、学校単位のＰＴＡの連携
を図り、保護者等を対象とした
研修会等を実施するＰＴＡ連合
会の活動を支援する。

2.幼保小連携推進事業

幼稚園や保育所、認定こども
園等の教育・保育環境から小
学校の学習・生活環境への円
滑な接続を行うため、交流会や
研修会を継続的に実施し、設
置者や学校種、施設類型等を
超えた職員や子ども同士、保
護者間の共通理解や連携を深
め、幼児教育と小学校教育の
連続性と「学びの芽生え」、「自
覚的な学び」の接続育成を図
る。

3.家庭教育支援事業

家庭の教育力向上のため、関
係する団体等と連携し、家庭教
育支援に関する実践活動・交
流活動を行う。

事業名　　事業内容 現在の状況と計画策定時にはなかった課題

計画策定時にはなかった課題はありません。

少子化や核家族化の進行、スマートフォンの普
及などの影響を受け、青少年を取り巻く環境や
家庭教育の在り方については複雑さを増してい
る状況にある。

子どもの生活リズム向上事業を通して、長期休
業中の望ましい生活リズムの定着を図った。
また保護者を対象に子育てに関するオンライン
セミナーを平日夜間に複数日実施し、家庭の教
育力の向上を図った。
課題としては、子育てに関する保護者向け学習
機会の拡充について検討を進める必要があ
る。

子どもを取り巻く様々な課題を共有し、その解
決や改善に向けた情報共有や研修会の開催を
行うことができた。
課題としては、こうした研修会に参加することが
できなかった保護者等への働きかけについて
検討を行う必要がある。

幼児教育との連携に関する懇話会の懇談内容
を基盤とした交流会や研修会等の開催により、
幼保こ小の連携を深めることができた。
課題としては、すべての幼児と児童との交流機
会の提供と５地区（東部・西部・大曲・西の里・
北広島団地）を単位とした架け橋カリキュラム
の作成と充実を図っていく必要がある。

計画策定時にはなかった課題はありません。

成果と引き継がれる課題
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目標値

80.0%

小80.0%
中50.0%

 12回
 （R7年度）

100.0%

100.0%

６回

教育施策
審議会

子育てに関する保護者向け学習機会の実施数（北広島市の社会教育） ４回

成果指標　 指数の概要　対象　基準値　指数の根拠 現状値

家庭、地域
と連携を図
った学習・
生活習慣
の確立

「家族とスマートフォン、コンピュータの使い方について家の人と約束したことを
守っている児童・生徒の割合」（学校教育の推進方針）

小72.6%
中73.7%

「家庭学習を1日当たり小学生は1時間以上、中学生は2時間以上実施している
児童・生徒の割合」（学校教育の推進方針）

小58.0%
中24.0%

 子ども生活リズム向上事業実施事業数「生涯学習振興会との連携による実施事業数」（北広島
 市の社会教育）

 12回

「アプローチカリキュラム・スタートカリキュラムの作成状況」（幼保小連携に関わるアンケート）
幼・保71.0％
小100.0％

域内の幼児教育施設の意見を踏まえて小学校入学後のスタートカリキュラムを編成している小
学校の割合（教育活動等に関する調査）

75.0%

教育施策審議会からの意見や助言

◆【政策３】やさしく支え合う教育連携の推進については、いじめ問題、不登校、生活習慣、安心・安全の問題など、細心の配慮
が必要な分野ですが、家庭、地域、行政機関との立体的な連携で、できるだけ良い結果になるよう取り組んでいただきたい。ま
た、子どもを取り巻くネット（情報）環境は、依然として問題を残しています。最新の状況に合わせて、継続的な対応を進めていた
だきたい。
◆現況と課題における修正された冒頭の一段落については、短文化して読みやすく整理していただきたい。
◆現況と課題「インターネット上で、新しい形のいじめや犯罪被害に巻き込まれるなどのトラブルが全国的に多発しています。」に
ついては、子どもを取り巻くネット（情報）環境は、依然として問題を残しています。最新の状況に合わせて、継続的な対応を進め
ていただきたい。
◆2.幼保小連携推進事業については、スタートカリキュラムをつくることが目的ではなく、さらに効果的に活用するためにどのよう
な改善が図られているのかを学校間で共有することが必要と考えます。型にはめることよりも、その学校として何を大切にしよう
としているのかも明らかになると、幼稚園や保育園、こども園としても、連携の意識が持ちやすいのではないかと考えます。
◆3.家庭教育支援事業については、児童生徒の健全育成のために家庭の教育力向上は特に重要なことと考えます。子育てに
関する保護者向け学習機会の実施と合わせて、参加者を増加させるための方策に期待します。

成果を示す主な指標の点検・見直し　☑修正あり　□修正なし
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施　　策

事務事業の
点検（成果

と課題）

1.心の教室相談事業

児童生徒の問題行動やいじめ
の未然防止と早期発見のた
め、小中学校に相談員を配置
して、児童生徒の悩みや不安、
ストレス等の解消を図る。

2.不登校いじめ対策・教育相談
事業

不登校児童生徒の学校復帰を
含めた社会的自立を支援する
ため、保護者や学校、関係機
関と連携して、ひきこもりや不
登校児童生徒の解消と未然防
止を図る。学校や家庭の問題
で悩んでいる児童生徒及びそ
の保護者を対象に教育相談を
行い、問題の早期解決を図る。

施策11　教育相談体制の充実

担当課　：　教育支援課

点検・見直し

現在の状況と計画策定時にはなかった課題成果と引き継がれる課題事業名　　事業内容

　□修正あり　☑修正なし●子どもサポートセンター相談員やスクールカウンセラー等の
人材を活用し、いじめや不登校の未然防止と早期発見、早期対
応の取組を推進します。

教育支援センターみらい塾による支援により、
多様な学びの確保を行うことができた。
学校体制の工夫等により、校内教育支援セン
ターの開設を行うことができた。
不登校保護者交流会を開催することにより、子
どもの不登校に悩みを抱える保護者の不安等
を和らげることができた。
フリースクールや児童活動センターと連携した
対応を行うことで、学びの保障につなげること
ができた。
ICTを活用した教育活動を、学習評価等に反映
する仕組みづくりを進めることができた。
子どもサポートセンター相談員やスクールカウ
ンセラー、スクールソーシャルワーカーによる相
談により、適切な支援につなげることができた。
課題は、老朽化が進む教育支援センターみら
い塾への対応や持続的な校内教育支援セン
ターの運営につなげるための財源や人材の確
保が挙げられる。また、アウトリーチ型の支援も
検討を進めていく必要がある。

計画策定時にはなかった課題はありません。

計画策定時にはなかった課題はありません。

子どもたちにとって、教員以外の信頼できる相
談相手として、各小中学校に心の教室相談員
を配置することで、子どもたちが抱える様々な
悩みやストレスの早期発見・早期対応につなげ
ることができた。
引き継がれる課題はありません。
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目標値

90.0%

2.05%

 223件

 1,320件

100.0%

100.0%

教育施策
審議会

教育施策審議会からの意見や助言

◆施策11　教育相談体制の充実については、必要な取組と考えます。継続して進めていただきたい。
◆2.不登校いじめ対策・教育相談事業については、不登校児童生徒は増加傾向にあり、教育支援センターと校内教育支援セン
ターの機能充実や運営に当たっての人的措置、連携体制の整備・強化が重要と考えます。また、いじめの解消100％を目指した
早期発見、早期対応ができる方策に期待します。
◆成果指標「不登校児童生徒割合「文部科学省の調査基準に該当する不登校を理由として30日以上欠席をした児童生徒の全
児童生徒に対する割合」」については、点検・見直しで削除となっているが、削除理由を明確にして、増加傾向にある不登校児童
生徒への対応や機能充実についての体制の整備・強化を進めていただきたい。

成果を示す主な指標の点検・見直し　☑修正あり　□修正なし

「望ましい人間関係の構築に向けたソーシャルスキルトレーニング等を複数回実施している学校
の割合」（いじめの問題の実態把握及びその対応状況等調査）

小66.7％
中57.1％

成果指標　 指数の概要　対象　基準値　指数の根拠 現状値

「いじめは、どんな理由があってもいけないことだと思うと回答した児童生徒の割合」（学校教育
の推進方針）

小86.2%
中88.5%

「いじめの認知件数のうち、解消しているものの割合」（児童生徒の問題行動・不登校等生徒指
導上の諸課題に関する調査）

小100.0%
中87.3%

 不登校児童生徒割合「文部科学省の調査基準に該当する不登校を理由として30日以上欠席を
 した児童生徒の全児童生徒に対する割合」（きたひろしまの教育）

3.90%

 児童生徒
 及び保護
 者の相談

 機会の確保

 「スクールソーシャルワーカーへの相談件数」（きたひろしまの教育）

 「心の教室相談員及びスクールカウンセラーへの相談件数」（きたひろしまの教
 育）

 497件

 2，389件
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施　　策

事務事業の
点検（成果

と課題）

施策12　地域が支える健全育成活動の充実

担当課　：　教育支援課、社会教育課

点検・見直し

現在の状況と計画策定時にはなかった課題

　☑修正あり　□修正なし
　「放課後子供教室」の事業名の修正を行う。

●家庭、学校、地域との連携を強化するとともに、地域の教育
力の向上や各地区の健全育成活動を支援します。

●「子ども１１０番の家」の取組等、家庭や学校、地域に支えら
れたボランティア活動を支援します。

●「放課後 子供子ども教室」に関わる人材の確保等に向けた体
制の整備を推進します。

成果と引き継がれる課題

地域の特性に応じた主体的な青少年健全育成
事業を支援することにより、地域の教育力の向
上が図られ、地域社会における子どもたちの自
己有用感を育むことができた。
教育委員会広報紙「つなぐ」を年４回発行し、子
どもをとりまく様々な課題等を地域や家庭と共
有する機会とすることができた。
引き継がれる課題はありません。

計画策定時にはなかった課題はありません。1.青少年健全育成事業

地域の子どもは地域で育てる
活動を推進するため、学校、
PTA、自治会、関係団体と連携
して青少年健全育成大会を開
催し、また保護者や地域に向
けて健全育成の情報発信のた
め教育委員会だより「つなぐ」を
発行する。学校・家庭・地域が
一体となり、地域で子どもたち
を守り、育み、安全安心な地域
づくりのため、各地区の青少年
健全育成連絡協議会の活動を
支援する。

事業名　　事業内容

将来を担う二十歳の方々を市として祝い、はた
ちとしての自覚と責任を促す式として、令和６年
からエスコンフィールドHOKKAIDOにて開催して
いる。
エスコンフィールドHOKKAIDOでの開催となって
からは、参加率が８割を超えるなど、一定程度
の成果は上がっている。成年年齢が18歳に引
き下げとなったが、20歳を対象として実施して
いる。

計画策定時にはなかった課題はありません。

エスコンフィールドHOKKAIDOでの実施による
成果課題を整理しながら、継続的な実施に向
け検討を進めていく。

警察等と連携した「非行防止教室」をすべての
小中学校で実施することできた。
通学路交通安全プログラムに基づく、関係機関
との合同の通学路点検・対策により、児童生徒
の通学路の安全確保につなげることができた。
不審者情報を集約し、情報発信することで、地
域と情報共有した中で安心安全な地域づくりに
つなげることができた。
引き継がれる課題はありません。

2.青少年安全対策事業

青少年の非行防止のため、関
係機関や地域の連携を図り、
各種活動を協議して行い青少
年の非行防止を推進する。指
導主事・専任指導員２名を配置
して、青少年の非行等問題行
動に対して、状況に応じた適切
な対応と指導を行い健全育成
を図る。専任指導員による学校
施設、通学路等の安全確認及
び巡視指導を行い、子どもたち
の安全を確保する。不審者情
報等を北広島市LINE公式アカ
ウントより配信し、危険な事案
に関する情報発信と注意喚起
を行う。

3.はたちのつどい開催事業

二十歳としての自覚と責任を
促し、地域社会の一員としての
期待を認識できるよう、はたち
のつどいを開催する。
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事務事業の
点検（成果

と課題）

目標値

 6地区

 20件

100.0%

80%
 （R7年度）

85.0%

 4区
 （R7年度）

５区

教育施策
審議会

 不審者等の事案数「市内での変質者・不審者等の1年間の発生件数」（教育支援課調べ）

 6地区

 20件

防犯教室及び防犯訓練の両方を実施している学校の割合（体育・保健・安全に関する調査）
小88.9%
中100.0%

成果指標　 指数の概要　対象　基準値　指数の根拠 現状値

4.放課後子ども教室事業

放課後に小学校の余裕教室等
を活用して児童の活動拠点を
設け、地域の協力により学習
や体育活動等を行い、子ども
たちが地域社会の中で心豊か
で健やかに育まれる環境づくり
を推進する。

教育施策審議会からの意見や助言

◆施策12　地域が支える健全育成活動の充実については、警察からエスコンフィールドHOKKAIDOまで、校外の組織と連携した
取組は評価できます。子どもたちをとりまく環境は複雑化しており、経験を積み重ねて、新たな視点も含めた改善を進めていただ
きたい。また、地域の生涯学習にも関連する事業であり、地域の人材を育成する意味でも本事業に期待します。
◆4.放課後子ども教室事業については、実施する小学校区数の増に重点を置き、放課後子ども教室の持ち方も含めて体制の整
備を推進することが重要だと考えます。また、指導者の安定的な確保が必要だと考えます。

成果を示す主な指標の点検・見直し　☑修正あり　□修正なし

実施している大曲・双葉・東部小学校の児童の
２割程度の登録があり、様々な体験活動等を
通して地域住民との関わりや子どもの居場所
づくりとして効果がある。

講師数の安定的な確保に努めるとともに、新規
実施に向けて未実施校での課題の整理を進め
る必要がある。

はたちのつどい （旧成人式開催事業）参加率／「参加者数÷対象者数×100」（北広島市の社会
教育）

84.1%

放課後子ども教室を実施する小学校区数（北広島市の社会教育） ３区

 青少年健全育成活動の実施状況「青少年健全育成連絡協議会による健全育成活動実施」（教
 育支援課調べ）
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基本的方向

【政策４】結び合い、学び合う社会教育の推進

点検・見直し

＜点検＞
　①新たな課題や教育環境の変化　□あり　☑なし

　②新たな国（道）の動向（法改正等）　□あり　☑なし

＜見直し＞
　□修正あり　☑修正なし

　「人生100年時代」、「超スマート社会（Society5.0)に向けて社
会が大きな転換期を迎える中、より豊かに生きていく上で生涯
学習の重要性は一層高まっています。市民一人一人が生涯を
通して学ぶことができる環境の整備、多様な学習機会の提供、
学習した成果が適切に評価され、それを生かして様々な分野で
活動できるようにするための仕組みづくりなど、生涯学習社会
の実現が求められています。

　市民が世代を超えて互いに学び合い、教え合う相互学習を通
じたコミュニティの形成に向けた支援が求められています。

　市民の様々な学習意欲に応えるため、学習ニーズを的確に
把握し、意欲的・主体的に学習活動ができるよう、必要な情報
の適切な提供に努める必要があります。また、現代的で社会的
な課題に対応した学習機会や市民個々のライフステージに応じ
た学習機会の充実を図るとともに、学習プログラムを工夫して
いく必要があります。

　市民による国際交流団体の活動やホームステイの受入れな
どが行われており、市民生活の場における国際化が着実に進
行しています。国際化が進展する中で、地域や個人レベルでの
国際理解と国際交流を更に促進していく必要があります。

　生涯を通じて自らの人生を設計し、活躍することができるよ
う、必要な知識・技能の習得、知的・人的ネットワークの構築や
健康の保持・増進に資する生涯学習を推進し、学びと活動・活
躍の循環を形成していく必要があります。

　□修正あり　☑修正なし■市民が学び合い、教え合う相互学習を通じ、コミュニティ形成
に向けた学習活動や体制づくりに努めるとともに、社会教育関
係団体や市民の個性ある活動を継続するため、社会教育の充
実を図ります。

■生涯における学びや現代的で社会的な課題に対応した学
習、ライフステージに応じた学習など、生涯学習機会の充実や
市民の主体的な学習活動に対する支援を図ります。

■生涯学習・社会教育を効果的に進めるため、人づくりをはじ
め、学びと活動・活躍の循環の形成を図ります。

現況と課題
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施　　策

事務事業の
点検（成果

と課題）

目標値

70.0%
 （R7年度）

4,360人

教育施策
審議会

◆【政策４】結び合い、学び合う社会教育の推進については、生涯学習の対象者は学校の児童生徒よりはるかに多くの人口を有
しています。豊かで安定した社会をつくる上で、様々な学習機会やスポーツの場が用意されていることは重要であると考えます。
◆施策13　人を育む社会教育の充実については、将来の地域を担う人材を育てるためにも本施策に期待するところが大きいと
考えます。参加者が一層増えるための方策に期待します。
◆2.生涯学習振興会支援事業については、いつも子どもたちが楽しく参加している様子を見て、振興会の皆様に感謝していま
す。振興会と学校が相互に協力していけることが、とても素晴らしいと感じています。
◆成果指標「生涯学習活動機会の充実」については、満足度52.5％は今後の事業展開において改善の余地があると考えます。
地域の有識者や活動団体と連携して事業を進めていただきたい。

現在の状況と計画策定時にはなかった課題

生涯学習の推進や社会教育関係団体の育成
につながっている。

社会教育主事と各地区生涯学習推進アドバイ
ザーが連携して各地区の振興会の活動をサ
ポートし、振興会の事業をきっかけとした市民
の主体的な生涯学習の推進を支援している。

成果と引き継がれる課題

市民の主体的な活動の活性化につながってお
り、団体の育成及び自立した活動への支援を
図ることができた。

各地区の特色を活かした活動が地域住民によ
り主体的に展開されており、学びの機会の拡充
と地域コミュニティの活性化につながっている。

成果を示す主な指標の点検・見直し　☑修正あり　□修正なし

1.生涯学習市民活動団体支援
事業

学習機会の提供及び生涯学習
に取り組む団体の育成を図る
ため、市民団体が企画実施す
る生涯学習に関する事業を支
援する。

2.生涯学習振興会支援事業

生涯学習の振興や地域づくり・
コミュニティ活動の要として、生
涯学習振興会を支援する。

「生涯学習活動機会の充実」の満足度（市民意識調査） 52.50%

点検・見直し

　□修正あり　☑修正なし●学びを通したコミュニティづくりを推進するため、市民による
相互学習の活動を支援します。

●地域課題の解決や地域社会の維持・向上や持続的な発展に
向けた市民の主体的な学習活動を支援し、市民と行政との協
働による活動を推進します。

教育施策審議会からの意見や助言

事業名　　事業内容

成果指標　 指数の概要　対象　基準値　指数の根拠 現状値

生涯学習振興会が実施する事業への延べ参加者数（北広島市の社会教育） 3,962人

担当課　：　社会教育課

施策13　人を育む社会教育の充実
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施　　策

事務事業の
点検（成果

と課題）

目標値

70団体
 （R7年度）

100人
 （R7年度）

教育施策
審議会

施策14　学び合う生涯学習機会の充実

担当課　：　社会教育課

現在の状況と計画策定時にはなかった課題

成果を示す主な指標の点検・見直し　☑修正あり　□修正なし

社会教育関係団体の減少に伴い、実行委員会
の参加団体も減少傾向にあるため、参加条件
の見直しや他イベントとの連携など、イベントの
魅力向上を進める必要がある。

物価高騰の影響から旅行費が高額となってい
るため、今後は少人数の派遣となることが考え
られることから、相互交流のあり方について検
討する必要がある。

成果と引き継がれる課題

市民団体で組織する実行委員会との連携によ
り事業を開催し、アフターコロナの状況におい
て、活動推進が図られ、成果は上がっている。
引き継がれる課題はありません。

新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のた
め、事業を中止していたが、令和６年度から受
入れ、パネル展を開催し、成果は上がってい
る。
引き継がれる課題はありません。

点検・見直し

事業名　　事業内容

1.元気フェスティバル連携事業

市民の生涯学習に対する理解
や関心を深めるとともに、市民
団体の交流や学習成果を生か
す場を提供する。

◆1.元気フェスティバル連携事業については、北広島の生涯学習（特に社会教育）を拡充するためにも必要な事業であり、参加
が一層促進されるよう発展的な継続を期待します。

教育施策審議会からの意見や助言

2.北広島・サスカツーン交流連
携事業

異文化への理解と国際感覚を
もった人材を育てるため、北広
島・サスカツーン交流実行委員
会を支援する。

　☑修正あり　□修正なし
　「国際交流協議会」の団体名変更に伴い、修正を行う。

●市民やサークル団体の生涯学習の成果を生かす機会の創
出を図り、市民の生涯学習に対する理解と関心を深める取組を
推進します。

●市民個々のライフステージに応じた学習ニーズを把握し、多
様で豊かな学習機会の提供を推進します。

●国際感覚豊かな人材を育成するため、 国際交流協議会北広
島・サスカツーン交流実行委員会との連携により国際交流の推
進と国際理解を深める各種機会の提供を図ります。

●市民レベルでの交流が続いているカナダ・サスカツーン市と
の交流を推進します。

成果指標　 指数の概要　対象　基準値　指数の根拠 現状値

元気フェスティバル実行委員会参加団体数（北広島市の社会教育） 48団体

北広島・サスカツーン交流連携事業「各種事業への合計延べ参加者数」（北広島市の社会教
育）

60人
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事務事業の
点検（成果

と課題）

施策15　学びと活動・活躍の循環

担当課　：　社会教育課

現在の状況と計画策定時にはなかった課題成果と引き継がれる課題

施　　策

点検・見直し

　☑修正あり　□修正なし
　スポーツ部門の移管に伴い、関連する事業内容等を整理し、
修正する。
　施策18から、3.学校施設（体育館）開放事業、4.地域運動部活
動推進事業、5.住民プール改修事業を移動、追加する。

● 市民の学びを支える利用しやすい中央公民館の効果的な運
 営学びの拠点施設である社会教育施設の効果的な利用と適切
な維持管理を進めます。

 ●レクリエーションの森の適切な維持管理を行うとともに、有効
 な活用方法や施設の整備について検討します。

●社会教育関係団体等が実施する学びに関する情報の発信を
通し、学びの循環を図ります。

●生涯学習に関わる団体相互の交流や地域間での交流を促
進することにより、人と地域と団体がそれぞれの良さを生かして
相互に結び合う「学びのネットワークづくり」の構築に向けた取
組を推進します。

教員やスポーツ団体等への状況調査を実施し
たほか、関係団体を集めた意見交換会を行
い、施策の基礎資料とした。
また、令和６年度では試行事業として、部活動
の枠組みを活用した委託指導員の派遣とス
ポーツ体験会を実施し、部活動の地域展開を
想定したモデルケースとしての効果検証を行っ
た。

部活動における教員に代わる地域指導者の継
続的な質と量の確保のほか、地域クラブ運営を
行うための財源確保をどのように行っていくか
など、国の考え方が示された中での市としての
方向性を決める必要がある。

中央公民館を主な会場として講座を実施するこ
とで、多様な学びの場の提供を行った。
障がい児・者の学びに関する実態把握や事業
の検討を行った。
アダプテッド・スポーツの体験教室など、市民の
障がい理解の促進と障がい児・者と健常者の
交流が図られた。
引き継がれる課題はありません。

事業名　　事業内容

共生社会の実現に向けた効果的な事業を検
討、実施するため、中央公民館利用者の主体
的な学びのきっかけづくりとなる事業を検討す
る必要がある。

レクリエーションの森の今後の在り方を検討す
るため、社会教育委員の会議に諮問し、令和７
年３月17日に答申をいただいている。

社会教育委員の会議からの答申を基に、具体
的な検討を進める必要がある。

概ね計画どおりに事業が進められ、市民団体
にスポーツ活動の場を提供することができた。
引き継がれる課題はありません。

学校施設の状況を確認しながら、可能な限り市
民にスポーツ活動の場が提供されている。

1.中央公民館活動推進事業

市民やサークル等の相互交流
の場を提供し、市民の生涯学
習に対する理解と関心を深め
る。また、共生社会の実現に向
け中央公民館を中心に障がい
者と健常者が共に学び合い、
交流する場を提供する。

2.レクリエーションの森改修事
業

レクリエーションの森の散策
路、アスレチックなどの各施設
について、台風の影響や老朽
化に伴い、抜本的な改修を行
う。

3.学校施設（体育館）開放事業

市民の健康維持及び体力向上
に資するため、既存施設の活
用として小中学校の体育館の
開放を行い、スポーツ活動の
場を提供する。

4.地域運動部活動推進事業

中学校教員の長時間勤務の主
な要因の一つである部活動に
ついての見直しや、生徒のス
ポーツ環境の充実等の観点か
ら、学校や地域の実態に応じ
て、スポーツ団体、民間事業者
等の協力の下、学校と地域が
協働した形での地域における
スポーツ環境整備を進めるた
め、休日の部活動の段階的な
地域移行を行う。
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事務事業の
点検（成果

と課題）

目標値

30,000人
 （R7年度）

105団体

教育施策
審議会

◆2.レクリエーションの森改修事業については、社会教育委員の会議からの答申（令和７年３月17日付け）に基づき、今後の在り
方の具体の検討を進めていただきたい。
◆4.地域運動部活動推進事業については、新たな取組であり、中学校教員の負担軽減の対応について、指導者確保及び財源
確保も含めて、具体的な検討が必要と考えます。

教育施策審議会からの意見や助言

成果を示す主な指標の点検・見直し　☑修正あり　□修正なし

令和６年度では西の里住民プール及び東部住
民プールの機器修繕工事等を実施したほか、
その他の地区プールについても必要な修繕を
実施しており、概ね計画どおりに進んでいる。

老朽化に伴う臨時的な修繕が発生したことで、
プールオープンの延期を行った。

成果指標　 指数の概要　対象　基準値　指数の根拠 現状値

中央公民館、西の里公民館を利用した人数（北広島市の社会教育） 23,920人

学校施設（体育館）開放事業の利用団体数（北広島市の社会教育） 95団体

5.住民プール改修事業

老朽化した住民プールの修繕
等を行う。
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基本的方向

【政策５】　スポーツ活動の推進　（経済部に移管）

現況と課題

点検・見直し

　スポーツ部門の事業移管に伴い、関係する内容については移
動先に記載する。

　
　市民だれもが、健康で生きがいのある生活を築くため、それぞ
れの体力や年齢、技術、興味、目的に応じて、いつでも、どこで
も、いつまでもスポーツに親しむことができる生涯スポーツ社会
の実現が求められています。

　「人生100年時代」による健康志向の高まり等、ライフスタイル
の変化に伴いスポーツが多様化し、市民ニーズや利用者層の
変化に応じた健康・体力づくり機会の拡充、アダプテッド・スポー
ツ、多世代交流型スポーツの視点が求められています。

　若年層のスポーツ機会の減少等の課題を解決し、健康意識
の高い市民ニーズの把握に努め、市民がスポーツ・レクリエー
ションに親しむことができる機会を広く提供し、各種スポーツ教
室の開催やスポーツ施設の充実、学校体育施設の開放などに
取り組む必要があります。

　更に、子どもたちを取り巻く環境の変化に伴い、小中学生の
運動不足や体力低下、スポーツ離れなどが課題になっていま
す。スポーツ等を通じて、子どもの心と体の発達を支援すること
が重要であるため、幼児期からスポーツに親しむ機会の提供を
図る必要があります。

　北広島市スポーツ振興計画の策定により、スポーツ施策の総
合的なマネジメントを図る必要があります。また、プロスポーツ
チーム等との連携・協力を通し、専門性や知見、ブランド力を生
かし、スポーツをより身近なものにしていくスポーツ振興を図る
ための取組が必要となります。

■市民だれもが、生涯にわたりスポーツ・レクリエーション活動
に親しむことができるよう、生涯スポーツ活動をはじめ、児童生
徒や障がいのある方のスポーツ・レクリエーション活動の支援を
推進します。

■全道・全国大会への出場支援やスポーツ選手の育成など、
競技スポーツの支援に努め、スポーツの振興を図ります。

■多様化する市民ニーズに対応したスポーツ施設の整備と運
営を図ります。

■スポーツ振興計画に基づく計画的なスポーツ振興を図りま
す。

■ボールパーク構想がもたらす価値と魅力を生かしたスポーツ
によるまちづくりを進めます。
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施　　策

成果指標 対　象 基準値 現状値 目標値 指標の根拠

成果を示す
主な指標 小5

90.3％
（R元年度）

72.7%
（※北海道
の数値）

↗

中2
83.3％

（R元年度）

65.5%
（※北海道
の数値）

↗

スポーツ・
レクリエーシ
ョン活動に
親しむ機会
や環境の充
実に対する
市民満足度

市民
68%

(H30年度)
―

70%
（R7年度）

北広島市
スポーツ
振興計画

施策16　健康で生きがいのあるスポーツ活動の推進（経済部に移管）

担当課　：　経済部スポーツ振興課

　スポーツ部門の事業移管。●市民だれもが健康で生きがいのある生活が送れるよう、市民
との協働による各種スポーツ教室やスポーツ活動の推進、健
康・体力づくり機会の拡充やアダプテッド・スポーツの普及を通
じて、市民相互のスポーツ交流の促進を図ります。

●市民の自主的な参加と健康・体力づくり機会を拡充するた
め、各種スポーツイベントの開催をはじめとするスポーツ事業を
推進するとともに、スポーツ推進委員や生涯学習振興会等と連
携し、地域におけるスポーツ・レクリエーション活動の振興を図
ります。

●プロスポーツ等の観戦促進などの「みる」スポーツとスポーツ
ボランティアの育成などの「ささえる」スポーツの環境整備・機会
の提供拡大を図ります。

点検・見直し

市民スポーツ活動推進事業　【経済部所管】

Fビレッジハーフマラソン連携事業　【経済部所管】

事業名　　事業内容

市民意識調査による現状の満
足度（※偏差値）

指標の概要

運動・スポ
ーツが好き
な児童生徒

の割合

児童（小学校５年生）、生徒（中
学校２年生）に対するアンケー
トの結果

全国体力・
運動能力、
運動習慣
等調査

事務事業の
点検（成果

と課題）
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施　　策

成果指標 対　象 基準値 現状値 目標値 指標の根拠

成果を示す
主な指標

スポーツ
大会出場
費助成数

市民
58件
185人

（R元年度）

50件
123人

65件
210人

（R7年度）

北広島市の
社会教育

スポーツ
教室開催
数及び

参加人数

市民
23回
329人

（R2年度）

48回
540人

→
社会教育課
調べ（体育協
会総会資料）

アカデミー
事業の

参加者数
市民

6件
144人

（R2年度）

8件
1,164人

300人
（R7年度）

北広島市
スポーツ
振興計画

事務事業の
点検（成果

と課題）

スポーツ大会出場支援事業　【経済部所管】

スポーツ協会活動支援事業　【経済部所管】

スポーツ少年団育成事業　【経済部所管】

スポーツアカデミー事業　【経済部所管】

事業名　　事業内容

施策17　競技スポーツへの支援　（経済部に移管）

担当課　：　経済部スポーツ振興課

点検・見直し

　スポーツ部門の事業移管。●ジュニアスポーツ活動の振興を図るため、スポーツアカデ
ミー事業における選手の強化育成や裾野拡大、指導者の養成
に取り組むとともに、中学校部活動への支援などを行います。

●ＮＰＯ法人北広島市スポーツ協会（旧　北広島市体育協会）
やスポーツ少年団本部等に対して支援を行い、組織強化と育
成を図ることで、競技者のスポーツ活動の振興を図ります。

●市民の国際大会や全国大会等への出場を支援するほか、ス
ポーツ大会において優秀な成績を収めた市民を表彰し、自発
的なスポーツ活動を推進します。

●競技スポーツの低年齢化によるけが等の弊害の予防やス
ポーツ障害の防止等に係る普及啓発を図ります。

ＮＰＯ法人北広島市スポーツ協
会（旧　北広島市体育協会）自
主事業で開催している各種ス
ポーツ教室

スポーツアカデミー事業の参加
人数

指標の概要

スポーツ大会出場費の助成件
数と対象人数
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施　　策

事務事業の
点検（成果

と課題）

成果指標 対　象 基準値 現状値 目標値 指標の根拠

成果を示す
主な指標 体育施設の

利用者数
市民

268,308人
（R元年度）

160,194人
(R5年度）

270,000人
（R7年度）

北広島市
スポーツ
振興計画

施策18　スポーツライフの充実と環境整備　（経済部に移管）

指標の概要

総合体育館、各地区体育館、
プール、テニスコート、緑葉公
園野球場、自然の森キャンプ
場の利用者数

担当課　：　社会教育課、経済部スポーツ振興課

点検・見直し

　スポーツ部門の事業移管に伴い、「1.学校施設（体育館）開放
事業」及び「2.地域運動部活動推進事業」、「3.住民プール改修
事業」は施策15「学びと活動・活躍の循環」に移動する。点検・
見直しは、移動先に記載する。

●市民が安心して利用しやすいスポーツ・レクリエーション環境
を整えるため、スポーツ施設の計画的な整備・改修について検
討します。

●日常的なスポーツ・レクリエーション活動を支援するため、学
校開放事業をはじめとするスポーツ環境の向上を図ります。

●市民のスポーツへの関心を高め、地域が一体となってプロス
ポーツチーム等を応援するなど機運の醸成を図ります。

●プロスポーツチーム等との連携により、市民や地域のスポー
ツ振興を図ります。

●ボールパーク内の施設や機能、人的資源を活用し、市民同
士や地域同士をスポーツで結ぶことにより、スポーツが市民の
生活の一部になるような取組を推進します。

1.学校施設（体育館）開放事業

市民の健康維持及び体力向上に資するため、既存施設の活用として小中学校の体育館の開放を行い、スポーツ活動の場を提
供する。

2.地域運動部活動推進事業

中学校教員の長時間勤務の主な要因の一つである部活動についての見直しや、生徒のスポーツ環境の充実等の観点から、学
校や地域の実態に応じて、スポーツ団体、民間事業者等の協力の下、学校と地域が協働した形での地域におけるスポーツ環境
整備を進めるため、休日の部活動の段階的な地域移行を行う。

3.住民プール改修事業

老朽化した住民プールの修繕等を行う。

スポーツ施設整備事業　【経済部所管】

緑葉公園運動施設リニューアル検討事業　【経済部所管】

事業名　　事業内容
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現況と課題

基本的方向

【政策６】　芸術文化活動の振興

＜点検＞
　①新たな課題や教育環境の変化　☑あり　□なし
　文化施設修繕事業及び芸術文化ホール設備整備事業におい
て、令和12年度に向けて改修内容の検討を進める必要があ
る。

　②新たな国（道）の動向（法改正等）　□あり　☑なし

＜見直し＞
　☑修正あり　□修正なし
　個別施設計画において令和12年度に大規模改修を予定して
おり、施設の老朽化及び法基準、行動様式や価値観の変化に
対応した改修について検討を進める必要があり、総合計画及
び教育推進基本計画に位置付けて改修の検討を進める。

　
　社会の変化が急速に進む今日においても、文化的な環境の
中で創造性を育み、表現力を高め、心豊かな社会づくりを進め
ていくことが求められています。

　本市においては、芸術文化ホール開設以来、芸術文化に関し
て、鑑賞する場や発表の機会の充実が図られてきました。今後
も、だれもが身近なものとして芸術文化に親しみを持って参加
することができる環境を整備していく必要があります。

　そのために、芸術文化活動が持つ価値を生かし、関係機関と
の連携や主体的に活動を進める団体を支援する体制を整備す
ることはもとより、芸術文化活動が地域のコミュニティづくりなど
に生かされるよう支援を進める必要があります。

　活動を支える文化施設については、活動に適した十分な環境
が保たれるよう計画的な改修を行う必要があり、北広島市公共
施設個別施設計画において令和12年度に施設の大規模改修
を予定しています。

　☑修正あり　□修正なし
　施設の老朽化及び法基準、行動様式や価値観の変化に対応
した改修について検討を進める必要があり、総合計画及び教
育振興基本計画に位置付けて基本的な方向性を定める。

■市民の芸術文化活動を振興し、地域文化の創造及び発展を
図ります。

■本市の魅力が生かされる芸術文化活動の展開により、市民
が心の豊かさや生きがいを感じることができるよう文化の香り
高いまちづくりを推進します。

■芸術文化の創造を担う人材の育成と鑑賞機会の充実に努め
るとともに、市民の交流の場を広げる芸術文化活動の振興を図
ります。

■芸術文化ホールの施設機能の維持向上のため、計画的な保
守点検、整備に努めます。

■施設の老朽化及び法基準、行動様式や価値観の変化に対
応した大規模改修について検討を進めます。

点検・見直し
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施　　策

事務事業の
点検（成果

と課題）

総合文化祭は新型コロナウイルス感染症を機
に開催を見送っていたが、現在は高齢化等に
よる活動の担い手不足により開催が困難に
なっており、あり方についての検討が必要と
なっている。

個別施設計画において中長期保全計画の策定
を令和３年度に予定していたが、計画の策定に
は至らなかった。大規模改修に向けた基本設
計の際にあわせて各種調査を行う。

地区文化祭や総合文化祭の開催を支援し、市
民の芸術文化活動を発表する機会を確保して
きた。
総合文化祭は新型コロナウイルス感染症を機
に開催を見送っていたが、現在は高齢化等に
よる活動の担い手不足により開催が困難に
なっており、あり方についての検討が必要と
なっている。

施設の安全性や機能維持を図るため、各種設
備の更新などを行ってきた。
令和10年には築30年を迎える施設で、空調や
水回り、消防設備、エレベーター、外壁、外溝
等の老朽化が進行している。
個別施設計画において令和12年度に大規模改
修を予定しており、施設の老朽化及び法基準、
行動様式や価値観の変化に対応した改修につ
いて検討を進める必要がある。

3.市民文化祭奨励事業

市内の芸術文化振興のため、
市民の芸術文化活動を発表す
る機会の提供とその支援を行
う。

4.文化施設修繕事業

文化施設の安全性や利便性な
どの機能維持を図るため、令
和元年度に策定した個別施設
計画に基づき、各機器等の耐
用年数なども考慮しながら、保
守点検等で不具合が確認され
た設備や箇所を計画的に修繕
する。

点検・見直し

　☑修正あり　□修正なし
　施設の大規模改修に係る施策を追加する。

●各種公演や展示、体験事業など本市の魅力を生かした芸術
文化に、市民が身近に触れることができる機会を提供します。

●優れた芸術文化活動に対して表彰を行うとともに、それらの
優れた成果を生かした活動を支援します。

●青少年が行う芸術文化活動を支援します。

●芸術文化活動に主体的に取り組む市民団体やサークル団体
を支援します。

●芸術文化ホールの計画的な改修と整備を進め、機能の維持
と利便性の向上を図ります。

●施設の老朽化及び法基準、行動様式や価値観の変化に対
応した大規模改修について検討を進めます。

事業名　　事業内容

1.スポーツ賞・文化賞等表彰事
業

スポーツ・文化分野において、
優秀な活動を行い、市民の文
化・スポーツ活動の向上発展
に寄与した市民及び団体を顕
彰する。

2.文化団体活動支援事業

市内の芸術文化振興のため、
芸術文化活動を行う各種団体
への支援を行う。

スポーツ・文化の分野で優れた感性や技能に
より大会やコンクールで優秀な成績を収めた方
や、長年にわたり芸術文化・スポーツの発展に
貢献、寄与された方を表彰し、被表彰者の活動
への意欲の向上につながっている。
また、これにより市の芸術文化・スポーツの振
興に寄与することができている。

芸術文化活動を行う団体との連携のもと支援
を行うことにより、自主的な文化活動を促進し、
文化の振興に寄与している。
各団体においては高齢化等による活動の担い
手不足に苦慮しており、裾野の拡大が急務と
なっている。

現在の状況と計画策定時にはなかった課題

計画策定時にはなかった課題はありません。

団体における高齢化等による活動の担い手不
足が急速に進んでおり、各分野の裾野の拡大
が急務となっている。

成果と引き継がれる課題

施策19　だれもが参加できる地域文化の振興

担当課　：　文化課
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事務事業の
点検（成果

と課題）

目標値

95,000人

4,000件

教育施策
審議会

芸術文化ホール（ホール・楽屋・ギャラリー・活動室・練習室）の利用者数（北広島市の社会教
育）

59,864人

芸術文化ホール（ホール・楽屋・ギャラリー・活動室・練習室）の利用件数（北広島市の社会教
育）

3,090件

◆【政策６】芸術文化活動の振興については、今後の文化活動を継続・発展させていくには、少子高齢化の中で、文化継承の担
い手をどのように育成していくかということが喫緊の課題であると思います。文化活動は、歴史とともに変遷していくものもあれ
ば、茶道、華道、書道、詩吟、短歌、俳句、歌舞伎や能など、不変のものがあります。今日まで永く継承されている文化活動は、
国や社団法人などの奨励や保護の恩恵も大きいのではないかと思います。ただし、国や地方公共団体からの助成をいつまでも
あてにしていると、本当の文化は育たないとも思います。文化とは、そのものが自立したものであり、そのためにも、市や教育委
員会と文化連盟が、今まで以上に密接な関係を築いて、真摯な検討の機会を設けて仕組みづくりを考えていく必要があると思い
ます。また、将来を担う児童・生徒に、学校教育において伝統や文化の継承に係るカリキュラム（教養・実技）を積極的に取り入
れていく必要があると考えます。
◆現況と課題における修正部分の「芸術文化ホールの大規模改修」については、工事期間中のイベント等への影響が気になり
ます。最大限の配慮をお願いします。
◆施策19　だれもが参加できる地域文化の振興については、例えば、北広島に古くから伝わる盆踊り「ふるさと音頭」が最近は
めっきり聞くことができなくなりました。町内会の盆踊り大会が開催されなくなってきたのが大きな原因だとも言われています。こ
のまま消滅していくのでしょうか。郷土愛を育むのは、子ども時代の自然と文化がとても大切です。国指定史跡や市文化財など
の有形文化財の保存も大切でありますが、併せて伝統芸能やそれらに触れた経験や体験を通して、郷土愛を育むことができる
よう学校教育と社会教育の両面から取り組んでいただきたい。
◆2.文化団体活動支援事業については、高齢化等による活動の担い手不足は他の市町村でも発生しています。後継世代にとっ
て魅力ある活動とはどのようなものなのか、どこかが中心となって立て直しするべき時期なのかもしれないと考えます。
◆3.市民文化祭奨励事業については、地域文化の振興では、学校の図工での作品を地域で展示する「地域ギャラリー」という実
践を聞いたことがあります。子どもたちの作品を使ったギャラリートークなど、「子どもの美術」の価値を上手下手ではなく、魅力
的なものとして浸透させることができれば素晴らしいと考えます。
◆4.文化施設修繕事業については、施設の老朽化に対しては、安全面や行動様式等の変化に対応した改善・改修がなされるこ
とを期待します。

教育施策審議会からの意見や助言

成果を示す主な指標の点検・見直し　☑修正あり　□修正なし

計画策定時にはなかった課題はありません。

計画策定時にはなかった課題はありません。

施設の安全性や機能維持を図るため、各種設
備の更新などを行ってきた。
令和10年には築30年を迎える施設で舞台や音
響、照明設備等の老朽化が進行している。
個別施設計画において令和12年度に大規模改
修を予定しており、非構造部材天井の改修を含
めて改修内容の検討を進める必要がある。

青少年の各文化大会への出場を支援してい
る。
制度の周知については一定程度浸透している
と考えているが、より一層の周知を続ける。

6.青少年芸術文化大会出場支
援事業

青少年における芸術文化活動
の振興を図るため、関係する
大会に出場する個人又は団体
に対し、その費用の一部を助
成する。

5.芸術文化ホール設備修繕事
業

芸術文化ホールの安全性や芸
術文化振興のための機能維持
を図るため、令和元年度に策
定した個別施設計画に基づ
き、保守点検等で不具合が確
認された設備や箇所について
計画的な修繕を行う。

成果指標　 指数の概要　対象　基準値　指数の根拠 現状値
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施　　策

事務事業の
点検（成果

と課題）

目標値

7,500人

85.0%

教育施策
審議会

◆施策●ボールパーク構想と連携した芸術文化の振興を図ります。については、関係する事業が必要と考えます。
◆成果指標「芸術文化ホール運営委員会主催事業の参加者数」については、現状値が目標値を大幅に下回っています。事業
内容、広報のあり方の見直しなど、総合的な点検を行い、事業を継続して進めていただきたい。

教育施策審議会からの意見や助言

芸術文化ホール運営委員会主催事業や貸館イ
ベントの際に、ボランティアでサポート活動を行
う花ホールスタッフの会と連携して公演を行っ
ている。
新型コロナウイルス感染症を機に会員数は減
少しているが、学生ボランティアとの協働など、
対応を模索している。

「芸術文化ホール運営委員会主催事業における参加率」（北広島市の社会教
育）

78.7%

成果指標　 指数の概要　対象　基準値　指数の根拠 現状値

4,420人

運営委員会
主催事業

「芸術文化ホール運営委員会主催事業の参加者数」（北広島市の社会教育）

施策20　創造と交流を生む芸術文化活動の展開

担当課　：　文化課

点検・見直し

　□修正あり　☑修正なし●芸術文化活動を支援する団体や他の公共ホール等と連携
し、国内や道内で活躍する優れたアーティストの演奏や作品の
鑑賞機会を提供します。

●芸術文化ホール等の活用により、市民が芸術文化を身近に
感じ、市民同士の交流を育む機会の創出を図ります。

●ボランティア団体と連携し、市民に親しまれる芸術文化ホー
ルの運営を進めます。

●ボールパーク構想と連携した芸術文化の振興を図ります。

現在の状況と計画策定時にはなかった課題成果と引き継がれる課題事業名　　事業内容

成果を示す主な指標の点検・見直し　☑修正あり　□修正なし

新型コロナウイルス感染症を機に当ホールの
会員「花ホールフレンズ」の会員数が減少して
おり、ホールの魅力の発信等の対応策の検討
が必要となっている。

新型コロナウイルス感染症を機に会員数は減
少しているが、学生ボランティアとの協働など、
対応を模索している。

芸術文化ホール運営委員会と連携して、芸術
鑑賞事業及び芸術創造事業を推進している。
新型コロナウイルス感染症を機に当ホールの
会員「花ホールフレンズ」の会員数が減少して
おり、ホールの魅力の発信等の対応策の検討
が必要である。

1.芸術文化ホール運営委員会
連携事業

芸術鑑賞事業及び芸術創造事
業を推進している芸術文化
ホール運営委員会と連携して
各種事業を展開する。

2.花ホールスタッフの会支援事
業

市及び芸術文化ホール運営委
員会等主催の鑑賞事業のサ
ポート活動及びバーコーナー
の運営等、芸術文化ホール（花
ホール）を拠点に活動する花
ホールスタッフの会を支援す
る。
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現況と課題

基本的方向

【政策７】　郷土愛を育む教育活動の推進

点検・見直し

＜点検＞
　①新たな課題や教育環境の変化　□あり　☑なし

　②新たな国（道）の動向（法改正等）　□あり　☑なし

＜見直し＞
　□修正あり　☑修正なし

　
　国指定の史跡である旧島松駅逓所や特別天然記念物野幌原
始林などの貴重な文化・自然遺産、太古の様子を物語る化石
などを守り、次の世代へ正しく継承していく必要があります。

　市民が身近なものとして郷土の歴史や文化に親しみ、正しく
理解し、郷土を愛する心を育むことが大切です。

　エコミュージアムの普及推進の拠点である「エコミュージアム
センター知新の駅」については、エコミュージアムに関する情報
の収集と発信、調査研究、展示のほか、郷土に関する学習機
会を提供する中心的役割が求められています。

　市民自らが郷土の歴史と文化の理解に努める取組として、地
域の遺産をあるがままに保存し、活用する「北広島エコミュージ
アム構想（まるごときたひろ博物館）」を更に進める必要があり
ます。

　□修正あり　☑修正なし■市民のだれもが本市を良く知り、誇りに思う心を培うととも
に、本市の自然や歴史的遺産を大切に守り育てることができる
よう、エコミュージアム構想の推進に携わる人材の育成を進め
るとともに、学習機会の充実や市民協働による事業を推進しま
す。

■歴史遺産や自然遺産などの保存と活用を進めるとともに、市
民が身近に郷土の文化財などに触れることができる環境づくり
を推進します。

■国指定史跡旧島松駅逓所が持つ歴史的な価値を発信し、地
域資源としての活用の充実を図るため、施設整備を推進しま
す。
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施　　策

事務事業の
点検（成果

と課題）

目標値

240人

５件

教育施策
審議会

２件

教育施策審議会からの意見や助言

◆【政策７】郷土愛を育む教育活動の推進については、北広島市は他地域からの流入で急速に人口を伸ばしましたが、それゆ
え地域の文化や郷土色が薄い傾向があります。しかしながら、ここで生まれ育った者にとっては「ふるさと」であり、「今」も含め
て、北広島らしい文化や考え方などをしっかり残してほしいと考えます。
◆施策21　エコミュジアム構想の推進については、エコミュージアムが他市の郷土資料館、歴史館等とどのように違うのかが、市
民に理解され、定着するよう、事業を継続して進めていただきたい。
◆1.エコミュジアム普及推進事業については、市民参加のための郷土学習や体験学習など、小学校や中学校においての積極的
な活用が促進されることを期待します。

現在の状況と計画策定時にはなかった課題

計画策定時にはなかった課題はありません。

成果を示す主な指標の点検・見直し　☑修正あり　□修正なし

エコミュージアムセンター知新の駅において、
企画展、各種事業を行い、エコミュージアム構
想の推進を図るとともに、エコミュージアム会議
を年度１回開催し、エコミュージアムの推進、事
業についての意見や助言をいただいた。
引き継がれる課題はありません。

1.エコミュージアム普及推進事
業

エコミュージアムセンターを核と
して地域遺産の保存活用を目
指すエコミュージアム構想を展
開するため、まちを好きになる
市民大学等の事業を継続する
とともに、常設及び企画展示、
体験講座等により、郷土を身近
に感じる学習機会を提供する。

成果指標　 指数の概要　対象　基準値　指数の根拠 現状値

サテライトの指定数　「サテライト候補地を指定地とする件数」（北広島市の社会教育）

まちを好きになる市民大学卒業者数「市民大学修了者によるまるごときたひろ博物館員認定者
数」（北広島市教育振興基本計画）

194人

担当課　：　エコミュージアムセンター

施策21　 エコミュージアム構想の推進

成果と引き継がれる課題

点検・見直し

　□修正あり　☑修正なし●エコミュージアム構想を推進し、各地域の自然遺産・歴史遺
産・産業遺産等を現地において保全・活用する環境を整備しま
す。

●市民参加による郷土学習や体験学習を通して、自らのまちを
誇りに思う郷土愛を育む学習機会を提供します。

●重要な郷土資料の保全、インターネット等を活用した情報の
発信・提供、資料の展示、学校等と連携した郷土の教育普及活
動を充実するとともに、エコミュージアムセンターを市民の活動
拠点として活用します。

事業名　　事業内容
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事務事業の
点検（成果

と課題）

4.旧島松駅逓所大規模改修事
業

国指定史跡旧島松駅逓所を適
切に保存し、活用するため、建
物及び敷地内の施設等の大規
模改修を行う。

本市の郷土芸能を後世に引き継ぐため、ふるさ
と太鼓保存会へ補助金の交付を行った。
引き継がれる課題はありません。

国指定史跡旧島松駅逓所を将来にわたって維
持し活用するため、主屋耐震補強・保存修理工
事を令和６年度、７年度の２か年で実施する。
引き継がれる課題は、主屋以外の史跡エリア
の整備を計画的に推進すること。

計画策定時にはなかった課題はありません。

現状は、策定した旧島松駅逓所保存活用計
画、整備基本計画に基づき、計画的に整備を
行う。
計画策定時にはなかった課題はありません。

現在の状況と計画策定時にはなかった課題

1.文化財保存・活用事業

本市の多くの文化財や郷土資
料を知ってもらうとともに、国指
定文化財や市指定文化財等の
適切な保存と活用を行う。併せ
て、寒地稲作の基礎となった水
稲赤毛種を保存する団体を支
援する。

2.郷土文化伝承支援事業

本市の郷土芸能を後世に伝え
るため、保存・継承している団
体を支援する。

3.野幌原始林保存活用計画策
定事業

特別天然記念物野幌原始林と
して新たな区域が追加指定さ
れたことから、適切な保存に向
けて、保存活用計画を策定す
る。

計画策定時にはなかった課題はありません。

成果と引き継がれる課題

文化財等を活用したエコミュージアムセンター
で実施される企画展や各種事業を開催した。
また、水稲赤毛種保存会への交付金の交付、
文化財保護審議会に、文化財の保存活用につ
いての助言をいただいた。
引き継がれる課題はありません。

特別天然記念物野幌原始林保存活用計画を
令和２年度から４年度までの３か年の調査結果
を基に、保存活用計画検討委員会で審議をい
ただき策定した。
引き継がれる課題は、策定した保存活用計画
に基づき、保存活用を進めていくこと。

貴重な遺産である特別天然記念物野幌原始林
を適切な管理のもと、保存・活用を進めていくこ
とが課題となる。

事業名　　事業内容

施策22　文化財の保存と活用

担当課　：　エコミュージアムセンター

施　　策

点検・見直し

　☑修正あり　□修正なし
　特別天然記念物野幌原始林保存活用計画が策定されたこと
に伴い、施策内容を修正する。

●史跡や歴史資料を適切に保存するとともに、その活用により
歴史と文化に対する市民の理解を深め、貴重な文化財の保護
を進めます。

●郷土の歴史、自然等の調査研究や収集保存を進めます。ま
た、市文化財の指定を行い保存します。

●郷土文化の伝承に対する支援を進めます。

●国指定史跡旧島松駅逓所 について、を将来にわたって維持
し活用するため、大規模改修を行います。 また、その周辺地域
 においても一体的な整備を推進します。

●中山久蔵翁の故郷である太子町（大阪府）と締結した連携協
力協定に基づき、文化資源等の活用や知的資源及び人的資源
の交流などの取組を推進します。

●特別天然記念物野幌原始林に 新たな区域が追加指定され
 たことから、適切な保存に向けた保存活用計画を策定します。
ついては、保存活用計画に基づき、適切な保存・活用を行い、
貴重な遺産を次世代に継承していきます。
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目標値

70.0%

 7,000人
10,000人

教育施策
審議会

◆1.文化財保存・活用事業については、文化財の保存は未来への遺産であり、短期的な損得の価値観で評価せず、蓄積するこ
とが大切です。一貫した姿勢で事業を継続していただきたい。

成果を示す主な指標の点検・見直し　☑修正あり　□修正なし

「市の歴史や文化に対する意識の浸透」の満足度（市民意識調査） 51.1%

教育施策審議会からの意見や助言

成果指標　 指数の概要　対象　基準値　指数の根拠 現状値

旧島松駅逓所年間来観者数　「開館期間中の来館者数」（北広島市の社会教育） 8,162人
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基本的方向

【政策８】　生涯にわたる読書活動の推進

点検・見直し

＜点検＞
　①新たな課題や教育環境の変化　☑あり　□なし
　北広島市公共施設等個別施設計画に基づく、施設の大規模
改修は令和12年に位置づけられていることから施設の修繕や
改修が必要である。
　令和10年で築30年を迎える施設であり、大規模改修を行わな
ければ水回りや空調・外壁・外構などの老朽化が進行し、市民
の安心安全な利用ができない状況が予測される。改修には大
きな費用を要することになるが、エレベーター・消化設備・館内
放送設備などに加え、移動図書館車についても寄贈を受けて
から20年が経過している。個別計画では、今後40年は活用する
ことが見込まれる施設であることから、大規模改修実施に向け
た検討及び個別計画に基づいた実施に向けた準備を行う必要
がある。

　②新たな国（道）の動向（法改正等）　□あり　☑なし

＜見直し＞
　☑修正あり　□修正なし
　「豆次郎」に加え、学校での電子書籍閲覧サービスとして、「デ
ジタル豆次郎」が新たに始まったことから、「デジタル豆次郎」に
ついて追加記載を行う。
　家読パックこつぶ事業について記載がなかったことから、今後
の地域拡大に向けて追加記載を行う。
　大規模改修実施に向けた検討及び個別計画に基づいた実施
に向けた追加記載を行う。

　
　情報のデジタル化が進み、図書館の資料収集と提供方法が
大きな転機を迎えつつあります。また、人口減少や高齢化によ
り来館者数が減少傾向にあるため、ＩＣＴ技術等を活用し、いつ
でも、どこでも、だれもが利用可能な図書館運営の推進や多様
化する市民ニーズ等に対応していく必要があります。

　子どもの読書については、「北広島市子どもの読書活動推進
計画」に基づき、家庭、地域、学校が一体となった読書活動を
推進しています。市図書館は図書館フィールドネットを核とした
ボランティアが活躍し、学校図書館は学校図書センターを中心
とした子どもの読書活動の推進に取り組んでいます。

　学校図書館の環境整備のほか、中学校への司書の巡回配置
や大曲地区内の小学校と保育所等においては「まちなか司書」
が巡回しています。また、小学校においては、児童図書巡回事
業「豆次郎」や電子書籍「デジタル豆次郎」の活用、保育所等に
おいては、絵本巡回事業「小豆（あずき）」を実施しています。加
えて、家読推進のために保育所等を通じた個別配本「こつぶ」
を大曲地区の４園で実施しています。

　今後は、市図書館を中心に保育所等、学校図書館、そして、
高齢者や障がい者など、連続的かつ横断的な視野で地域全体
の読書活動を包括的に支援する取組が必要とされています。

　図書館は平成10年10月に開館した施設であり、施設・設備の
老朽化が進行しています。大規模改修に向けた検討が必要と
なっています。

　☑修正あり　□修正なし
　北広島市公共施設等個別施設計画に基づく、図書館の大規
模改修は令和12年に位置づけられていることから施設の修繕
や改修が必要である。

現況と課題

■図書館サービスを広く市民に提供する情報センターとしての
図書館をめざすとともに、社会情勢の変化や市民ニーズに対応
した図書館としての今後の在り方について検討します。

■市図書館が中心となり、地域全体の読書活動を包括的に支
援するネットワークを構築し、子どもから高齢者まで市民の読書
活動に密着したサービスの形成を図ります。

■図書館施設・設備（移動図書館車を含む。）の老朽化への対
応、法基準への対応、現在の行動様式や価値観の変化に対応
した大規模改修を検討します。
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施　　策

事務事業の
点検（成果

と課題）

目標値

420,000冊

8,000人

教育施策
審議会

団体活動指標　「フィールドネット事業集客数」（北広島市の社会教育） 6,234人

教育施策審議会からの意見や助言

◆【政策８】生涯にわたる読書活動の推進については、児童生徒のみならず、若者の「読解力不足」が懸念されています。その
意味では読書は重要です。教育的見地から、読書活動を推進していただきたい。
◆現況と課題「子どもの読書活動の推進」については、蔵書と同様に図書館司書の果たす役割は大きいと考えます。司書配置
の増員を希望します。
◆施策23　図書館サービスの充実については、紙の本、誌面情報は情報化の進んだ現在でも、強力な影響力を持っています。
一方で、デジタル化・ネットワーク化は既定のものとなっていることから、蔵書価値と利便性のバランスに配慮して、整備を進めて
いただきたい。

施策23　図書館サービスの充実

現在の状況と計画策定時にはなかった課題

図書費については、賃金、輸送コストや物価上
昇による影響から図書の単価上昇につながっ
ており、購入冊数の減少も発生してきている。
今後も現状の予算が維持されたとしても購入冊
数は減少し、利用者減少につながる可能性が
ある。

計画策定時にはなかった課題はありません。

成果を示す主な指標の点検・見直し　☑修正あり　□修正なし

交付金を活用し、図書館との協働での事業を
展開している。限られた予算の中でコストを抑
えて、ボランティアの創意工夫による事業を実
施している。
今後は、高齢化による後継ボランティアの育成
などの課題もあるが、現在のボランティア活動
の状況からしばらくは安定した事業の継続実施
が見込まれる。

1.図書館サービス提供事業

図書館が行っている図書の貸
出、リクエスト、予約、レファレ
ンス及び相互貸借等の基本的
サービスを中心として、利用価
値の高い図書館サービスを提
供するほか、高齢者等図書宅
配サービス事業についても、利
用の安定を図る。

2.図書館フィールドネット連携
事業

図書館のボランティア団体で構
成する北広島市図書館フィー
ルドネット運営委員会を支援
し、読書の普及事業を促進す
る。

担当課　：　文化課

成果と引き継がれる課題

成果指標　 指数の概要　対象　基準値　指数の根拠 現状値

図書館利用実績　「年間貸出冊数」（北広島市の社会教育） 384,098冊

貸出、予約・リクエスト、相談業務等、市民から
寄せられる要望に応えるため、資料やデータ
ベースを活用した利用サービスを行った。
利用者数・貸出数は減少しているものの、高齢
者への宅配サービスなど、北広島市独自の安
定したサービスが実施されている。
引き継がれる課題はありません。

点検・見直し

　☑修正あり　□修正なし
　北広島市公共施設等個別施設計画に基づく、図書館の大規
模改修は令和12年に位置付けられていることから施設の修繕
や改修が必要である。

●図書館及び地区分館での資料やデジタル情報の充実に努
め、市民が求める資料と情報の提供を図ります。

●図書館フィールドネットなど市民との協働により、多世代の方
の生涯を通した読書活動を推進します。

●市民ニーズや地域課題にも対応できる図書館としての今後
の在り方について検討し、図書館の魅力ある空間づくりを進め
ます。

●北広島市公共施設等個別施設計画を踏まえ、施設・設備等
の大規模改修を検討します。

事業名　　事業内容
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施　　策

事務事業の
点検（成果

と課題）

目標値

6,500冊

教育施策
審議会

◆1.地域まるごと読書活動支援事業については、巡回での特集展示や授業連携など、外に出て積極的な対応を行う読書活動支
援の取組に期待します。
◆成果指標「遠隔・館外利用度「館外での貸出総数」」については、現状値5,410冊は令和元年の1,129冊を大きく上回っており、
需要の大きいサービスといえます。今後も継続して事業を進めていただきたい。

成果を示す主な指標の点検・見直し　☑修正あり　□修正なし

教育施策審議会からの意見や助言

成果指標　 指数の概要　対象　基準値　指数の根拠 現状値

遠隔・館外利用度　「館外での貸出総数」（北広島市の社会教育） 5,410冊

施策24　地域まるごと読書活動支援の充実

担当課　：　文化課

現在の状況と計画策定時にはなかった課題

計画策定時にはなかった課題はありません。

成果と引き継がれる課題

まちなか司書の取組では、大曲地区の２つの
小学校の巡回で特集展示や授業連携などの学
校の読書支援、保育施設の巡回では読み聞か
せ等を行い、そのほかに家読パック「こつぶ」の
貸出により、地域における幼児期からの読書活
動支援を行った。
現時点ではモデル地区のみの対応となってお
り、地域の拡大に向けた推進計画への要求を
継続して行っている。
引き継がれる課題は、大曲地区から他の地区
や全市への拡大がなされていないことから、市
内において、地域による子どもたちの読書推進
への差異があるため、早期の実施が求められ
る。

点検・見直し

　□修正あり　☑修正なし●地域の読書ネットワークを整備し、幼児から高齢者までの幅
広い市民が読書活動をしやすい体制づくりを進めます。

1.地域まるごと読書活動支援
事業（学校図書館活用事業の
内）

地域まるごと読書活動支援モ
デル事業を継続する。

事業名　　事業内容
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基本的方向 　□修正あり　☑修正なし■市民と協働した教育行政を推進するため、開かれた教育行
政を推進します。

■市民と行政との共通理解を深めるため、多様な媒体を利用し
広聴活動を推進します。

■効率的で効果的な教育行政運営を推進し、市民サービスの
向上を図ります。

【政策９】　開かれた教育行政の推進、確かな教育行政の運営

現況と課題

点検・見直し

＜点検＞
　①新たな課題や教育環境の変化　☑あり　□なし
　　「国の第４期教育振興基本計画（令和５年度～令和９年
度）、社会の現状や変化への対応と今後の展望」から、修正を
行う。

　②新たな国（道）の動向（法改正等）　☑あり　□なし
　令和４年地方分権改革に関する提案募集において、地方教
育行政の組織及び運営に関する法律第26条に規定する教育に
関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価について、
事務負担の軽減の観点から報告書の作成に係る提案がなさ
れ、これを受け、「令和４年の地方からの提案等に関する対応
方針」（令和４年12月20日閣議決定）において、点検・評価の運
用に係る考え方について、地方公共団体に対し周知することと
されました。これを踏まえ、点検・評価に関する考え方が整理さ
れた。
　（関係分抜粋）●点検・評価の項目や報告書の書式、議会へ
の報告方法等の点検・評価の具体的な方法については、各教
育委員会が実情を踏まえて判断すべきものであること。そのた
め、各教育委員会においては、その権限に属する事務の管理
及び執行の状況について、例えば、部局横断的な行政評価の
なかで行うことや、地方自治法第233条第５項に規定する主要
な施策の成果を説明する書類の作成、議会への提出及び公表
を行うことをもって、教育行政の推進に資する点検及び評価を
行うことができる場合には、法第26条第１項の義務を充足した
としても差し支えないこと。
　このことについては、市総合計画における点検・評価作業との
連携・連動が必要であることから、今後に向けて企画部企画課
と情報交換等を行っていく。

＜見直し＞
　☑修正あり　□修正なし
　教育の動向、教育をめぐる現状から、修正を行う。

　
　  市民ニーズの多様化、少子高齢化の進展とともに、「超ス
 マート社会（Society5.0）」、「人生100年時代」など社会が大きく
 変化しています。　少子化・人口減少、グローバル化の進展、地
球規模課題、格差の固定化と再生産など、様々な社会課題が
存在する中、超スマート社会（Society 5.0）を見据え、これから
の社会を展望する上で、教育の果たす役割はますます重要と
なっています。こうした中、市民と行政が課題と目標を共有し、
その課題の解決や目標の実現に向けて協働していく開かれた
教育行政の推進が求められています。

　厳しい財政状況が想定される中、教育施設の日常の維持管
理をはじめ、教育行政業務の市民サービスの向上と行政運営
の効率化などに取り組み、将来の見通しを持った持続可能で確
かな教育環境の整備が一層求められています。
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施　　策

事務事業の
点検（成果

と課題）

目標値

―

教育施策
審議会

教育施策審議会からの意見や助言

◆【政策９】開かれた教育行政の推進、確かな教育行政の運営については、前向きに取り組まれていると感じています。
◆1.教育委員会だより「つなぐ」の作成については、必要な活動です。今後も継続して事業を進めていただきたい。

担当課　：　教育支援課

1.教育委員会だより「つなぐ」の
作成（青少年健全育成事業の
内）

北広島市の教育に関する制度
の紹介や催しなどの周知を適
宜行い、市民から教育行政に
さらなる理解と協力をいただく
ため、教育委員会だより「つな
ぐ」を作成し、配布する。

成果指標　 指数の概要　対象　基準値　指数の根拠 現状値

開かれた教育行政の推進「市民と行政との共通理解を深めるため、広報・広聴活動を進めま
す。」（北広島市教育振興基本計画）

―

施策25　開かれた教育行政の推進

現在の状況と計画策定時にはなかった課題

計画策定時にはなかった課題はありません。

成果を示す主な指標の点検・見直し　☑修正あり　□修正なし
※令和６年度から市総合計画事業に係る事務事業評価の実施方法が見直しされたことに伴い、上記事業については、「評価不要（その他評価
の必要性が少ないもの）」となることから、成果指標を下記に修正する。

成果と引き継がれる課題

教育委員会広報紙「つなぐ」を年４回発行し、教
育における今日的な課題や子どもをとりまく
様々な問題等を、地域や家庭と共有する機会
とすることができた。
引き継がれる課題はありません。

点検・見直し

　□修正あり　☑修正なし●市民と協働した教育行政を推進するため、教育委員会会議
や各種附属機関等の情報公開を進めるとともに、各委員の公
募、会議の開催情報や審議事項等の適切な公表等を通じて開
かれた教育行政を推進します。

●多様な媒体を利用し、積極的な広報・広聴活動を実施しま
す。

事業名　　事業内容
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施　　策

事務事業の
点検（成果

と課題）

目標値

―

教育施策
審議会

教育施策審議会からの意見や助言

◆1.北広島市教育施策審議会については、教育行政の点検・評価について、中立公平な立場からの判断が求められます。教育
施策審議会の役割の重要性を認識して、事業を継続していただきたい。

1.北広島市教育施策審議会
（教育振興経費）

学識経験者、学校教育関係
者、社会教育関係者、公募に
応募した者の委員７名で構成
し、教育施策の推進に係る計
画及び教育委員会が実施する
事務事業の点検・評価等を行
う。

教育施策審議会会議を年度４回開催し、審議
会委員には教育委員会の事務に関する点検・
評価において意見や助言をいただき、教育推
進計画の策定においては諮問に対する答申を
いただいている。
引き継がれる課題はありません。

令和６年度からスポーツ部門が経済部に移管
されたことに伴い、令和６年11月に開催された
令和６年度第３回教育施策審議会会議から委
員の変更を行った。委員は北広島市スポーツ
推進審議会推薦から北広島市社会教育委員
推薦に変更した。
計画策定時にはなかった課題はありません。

成果指標　 指数の概要　対象　基準値　指数の根拠 現状値

教育委員会の事務に関する点検・評価報告書の作成「教育委員会は、毎年、その権限に属する
事務の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成
し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。教育委員会は、その点検及び評
価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知見の活用を図るものとする。」（地
方教育行政の組織及び運営に関する法律）

―

施策26　確かな教育行政の運営

担当課　：　教育総務課

成果を示す主な指標の点検・見直し　☑修正あり　□修正なし
※令和６年度から市総合計画事業に係る事務事業評価の実施方法が見直しされたことに伴い、上記事業については、「評価不要（その他評価
の必要性が少ないもの）」となることから、成果指標を下記に修正する。

点検・見直し

　□修正あり　☑修正なし●効果的な教育行政の推進を図るとともに、市民への説明責
任を果たしていくため、「教育に関する事務の管理及び執行の
状況の点検、評価」を実施し、その結果を踏まえ一層の業務改
善に努めます。

現在の状況と計画策定時にはなかった課題成果と引き継がれる課題事業名　　事業内容
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北広島市教育振興基本計画（2021-2030）
中間年度見直しに関する成果と課題報告書

北広島市教育委員会
北広島市中央4丁目2番地1
電話011-372-3311(代表)
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